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引用・使用・公表する場合は、「ＪＳＴ研究開発戦略センター主催 科学技術の未来を
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（基調講演資料、グループ討議で参加者がプレゼンした資料、および当センターが作成 
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ーが個別に説明した資料は、それぞれ講演者または提出した者の著作物であり、ワーク

ショップ参加者および当センターが、他の者の著作物を引用・使用・公表する場合は、

引用を明記すること。 

   また、著作物の一部または、改変して引用・使用・公表する場合は、引用とともにそ

の旨を明記すること。
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 1. 要約 
  環境分野は研究対象領域が広大であると同時に、観測、理解、評価、予測、対策

が一体となった、総合的な取り組みが必要である。そこで環境分野における我が国

として重要な研究開発の推進、研究開発に対する国民の理解と信頼の形成を図るべ

く、広く有識者に集まって頂き、環境問題、環境適合社会のビジョン、国としてな

すべきことについて議論し、今後の研究開発戦略の策定に資することを目的として

ワークショップを開催した。 
 国立環境研究所、合志陽一理事長を代表コーディネータとし、環境分野の有識者

49 名の参加のもと「環境が人間に与える影響」、「社会生活に与える影響」、「社会
生活が自然に与える影響」、および「環境問題に対する国としての取り組み」の視

点から、討議を行い、すでに顕在化している重要課題の他に、今後、顕在化する可

能性のある重要課題を抽出した。 
抽出された重要課題は以下の通りである。 
 
①人間への影響 
・ 脳神経系の発達と障害        ・ 胎児および経世代影響 
・ 生活習慣病における遺伝と環境    ・ 免疫系の攪乱 

②社会生活への影響 
・ 社会合意形成            ・対策の複合効果 
・ 環境低負荷型システムの遷移過程の対応方策 
・ アジア地域の資源・廃棄物循環 

③自然への影響 
・ 温暖化に伴う生態圏への影響モニタリングと脆弱性評価 
・ グローバル（越境）汚染による我が国への影響評価 
・ メガシティ化による環境影響とその対策 

④国としての取り組み 
   ・「持続可能な社会像」の提示とそれに向けての環境対策 
    （持続可能な社会像の定量的モデル、実現のための科学技術開発ロード 

マップの作成） 
 
今後は、上記抽出された重要課題の詳細な検討、優先課題の絞り込み、優先課題

の研究開発推進方法の明確化などを進め、研究開発戦略の立案に資する予定である。 
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 2. 開催概要 
2.1概要 
1) ワークショップの目的 
環境分野は研究対象領域が広大であると同時に、理解、評価、対策が一体となっ

た、総合的な取り組みが必要である。当センターは、環境分野における我が国とし

て重要な研究開発の推進、研究開発に対する国民の理解と信頼の形成を図るべく、

広く有識者に集まって頂き、環境問題、環境適合社会のビジョン、国としてなすべ

きことについて議論し、その意見をふまえ今後の研究開発戦略を策定するとともに

科学技術基本計画等の科学技術施策策定に資することを目的としてワークショッ

プを開催した。 
 

2) 代表コ－ディネータ－ 
合志陽一  ： 国立環境研究所 理事長 

 
3) コーディネーター 
黒田洋一郎 ： 財）東京都医学研究機構 

東京都神経科学総合研究所客員研究員 
酒井伸一    ： 国立環境研究所 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター 

    センター長 
安岡善文  ： 東京大学生産技術研究所 生産技術研究所 教授 
加藤尚武  ： 鳥取環境大学 学長 

    
4) 日程 

   平成１６年１月２３日（金）～２４日（土）（詳細は次ページ参照）（一泊二日） 
 

5) 場所 
   高輪プリンスホテル  〒108-8612 東京都港区高輪 3-13-1 

  TEL.（03）3447-1111 
 

6) 参加者 
   49名 
 

7) 進め方 
   セミクローズドディスカッション方式（全体討議とグループ討議） 
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 2.2 開催趣旨と進め方 
ワークショップの趣旨を図 2.2-1に、また推進方法のフローを図 2.2-2に示す。 
ワークショップではセンターの井上グループにおいて事前検討し整理した環境

課題をふまえ、各専門分野の研究者の立場からグループ討議を通して顕在化してい

る課題、顕在化する可能性のある課題、複合問題や修復技術等に起因する問題など

の新たな課題を分類、整理し、今後重点的に取り組むべき課題や新たに取り上げる

べき課題の系統的抽出・オピニオン形成を行うこととした。 

関連分野の学識経験者を招集し、

－ 環境問題（観測、理解、評価、予測、対策）

－ 環境適合社会のビジョン

－ 国としてなすべきこと

について

－重要課題の系統的抽出

－意見の集約・形成

を行う

２

ワークショップ趣旨

 
図 2.2-1 趣旨 

 
ワークショップ推進にあたり、図 2.2-2に示すような手順で実施した。環境問題
全体を俯瞰し、重要課題の抽出、意見の集約・形成を行うために代表コーディネー

タの選出、代表コーディネータとのワークショップ推進方法の検討、各グループ討

議での討議とりまとめを御願いするコーディネータの選出、各コーディネータによ

るグループ討議参加者の選出を行った。 
また、開催準備として参加者への事前アンケート、事前コーディネータ打合せに

よるワークショップ推進方法の相互確認、グループ討議内容の調整、事前アンケー

ト集約結果（参考資料 1）の事前配布により参加者の意識統一を図った。 

ワークショップの推進方法

メンバーへの事前
アンケート結果配布

事前コーディネータ
打合せ

ワークショップ

３

・重要課題の抽出
・意見の集約・形成

代表コーディネータ
との調整

メンバーの選定

事前アンケート

企画
 

図 2.2-2 推進方法 
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 ワークショップでの討議は、次の 2部構成で行った。 
1) 全体討議：基調講演による現状把握、話題提供、グループ討議結果報告による 

問題意識の共有化、討議および総括 
2) グループ討議：後述する 4つの視点からとらえた環境問題における重要課題の 

分類、整理と重点的に取り組むべき課題の抽出、およびその方策に 
関する討議 

 
2.3 スケジュール 
ワークショップのスケジュールを表 2.3-1に示す。 

 
表 2.3-1 ワークショップのスケジュール 

月

日 項目 時間 内容 ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ 

13:30 挨拶、ワークショップ開催趣旨説明 井上 孝太郎 
(JST/CRDS) 

13:40 基調講演・質疑応答 
「水面下の環境問題」 合志 陽一 

14:10 基調講演・質疑応答 
「人間への影響」 黒田 洋一郎 

14:40 基調講演・質疑応答 
「社会生活への影響」 酒井 伸一 

15:10 基調講演・質疑応答 
「自然への影響」 安岡 善文 

15:40 基調講演・質疑応答 
「国としての環境への取り組み」 加藤 尚武 

全体 
討議 

16:10 移動  
ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
討議 16:20 グループ別作業 

「各視点から考えた環境」課題抽出、分類  

食事 18:30 夕食  

20:00 グループ別作業延長または懇親 
「各視点から考えた環境」評価と対応策  

１
月
２
３
日
（
金
） 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
討議 

22:00 終了  

08:20 
グループ別作業 
「各視点から考えた環境課題」 
作業まとめ、報告準備 

 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
討議 

09:50 移動  

10:00 グループ発表 
グループ毎に報告、質疑応答 各ｸﾞﾙｰﾌﾟｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

12:10 休憩  
12:20 全体総括 合志 陽一 

12:30 挨拶 井上 孝太郎 
 (JST/CRDS) 

全体 
討議 

12:40 昼食  

１
月
２
４
日
（
土
） 

 13:30 解散  
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 2.4 参加者 
ワークショップの参加者は有識者 25名、文部科学省、科学技術振興機構関係者

24名、の 49名である。表 2.4-1に各グループの参加メンバーを示す。 
 

表 2.4-1 参加メンバー 
全体/グループ名 コーディネーター メンバー氏名、所属 

全体 合志 陽一 (国立環境研究所) 
加藤 進昌 （東京大学大学院脳神経医学） 
兜 眞徳 （国立環境研究所） 
合志 陽一 （国立環境研究所） 
名和田 新 （九州大学大学院病態制御内科学） 
森 千里 （千葉大学大学院 環境生命医学） 
吉川 泰弘 （東京大学大学院獣医医学） 
原田 大地 （文部科学省 科学技術・学術政策局） 

第１グループ 
「人間への 
影響」 
（11名） 

黒田 洋一郎 
（財団法人 
東京都医学研究 
機構） 

渡辺 一雄、福田 佳也乃 
（科学技術振興機構(JST)研究開発戦略センター） 
鈴木 隆幸 （㈱荏原製作所環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業本部） 
田中 宏明 （京都大学環境質制御研究センター） 
新澤 秀則 （神戸商科大学経済研究所環境経済学） 
花木 啓祐 （東京大学工学系研究科都市工学専攻） 
山口 孝 （文部科学省 科学技術・学術政策局） 
植田 昭彦 （科学技術振興機構(JST)） 

第２グループ 
「社会生活への 
影響」 
（10名） 

酒井 伸一 
（独立行政法人 

国立環境研究所） 

佐々 正、平井 秀一郎、永井 智哉（JST研究開発戦略センター） 
秋元 肇 （地球フロンティア研究システム） 
石坂 丞二 （長崎大学水産学部） 
大政 謙次 （東京大学大学院農業生命科学研究科） 
甲山 隆司 （北海道大学大学院地球環境科学研究科） 
柴崎 亮介 （東京大学空間情報科学研究センター） 
斎藤 春夫 （文部科学省 研究開発局） 
國谷 実、吉田 秀紀 （科学技術振興機構(JST)） 

第３グループ 
「自然への 
影響」 
（11名） 

安岡 善文 
（東京大学 

生産技術研究所） 

和智 良裕、大矢 克（JST研究開発戦略センター）  
笹之内 雅幸 （トヨタ自動車㈱） 
定方 正毅 （東京大学大学院化学システム工学専攻） 
安井 至 （国際連合大学） 
山口 務 （地域振興整備公団） 
山本 良一 （東京大学国際・産学共同研究センター） 
横山 宏 （㈱日立製作所研究開発本部） 
永野 博 （文部科学省国際統括官）（23日のみ） 
橋爪 淳 （文部科学省 科学技術・学術政策局） 
北澤 宏一 （科学技術振興機構） 

第４グループ 
「国としての 
環境への 
取り組み」 
（13名） 

加藤 尚武 
（鳥取環境大学） 

中西 章、岩瀬 公一、坂内 悟（JST研究開発戦略センター） 
土橋 久（文部科学省科学技術・学術政策局） (23日のみ)、平野 靖史郎（国立環境研究所） 
井上 孝太郎（23日、24日）、三浦登（23日のみ）、村井眞二（24日のみ）（JST研究開発戦
略センター） 
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 3. 討議の方向付け 
3.1 環境問題の把握 
環境問題を取り扱う場合、多様な視点からのアプローチが考えられるが、全体を

俯瞰するために、ワークショップに先立ち図 3.1-1に示すようなマップを作成した。
図の左上に示す人間活動（加害者）が左下の人間（被害者である人体・社会）に直

接的に作用するもの、右上の自然界に作用し、それが左下の人間に直接的に戻って

くるものと自然界の中で連鎖を起こし、その結果が戻ってくるものとがある。自然

界でも右上が作用するもの（加害者）、右下が作用を受けるもの（被害者）を示す。

図中に示す波線は後述するグループ討議での対象領域である。 
このマップは環境分野での研究開発の対象を示すものにもなっている。 

 

人間と自然との相互影響関係

人間活動 自然
大気・水・土壌・生物

人間
人体・社会

環境ホルモン、発ガン性物質
ＳＯｘ、ＮＯｘ、ＳＰＭ

廃熱
振動・騒音
景観・日照

情報

炭酸ガス
フロン、メタンガス

環境ホルモン
ＳＯｘ、ＮＯｘ

エアロゾル
土木工事
捕獲・伐採

農耕・牧畜
ゴミ 噴火・地殻変動

地球温暖化
オゾン層破壊

酸性雨
森林破壊・砂漠化

海洋汚染
生物の多様性喪失

自然

紫外線増加
海面上昇

渇水・集中豪雨
洪水・土砂崩れ

感染症拡大
遺伝資源喪出

エネルギー・資源不足
地震災害

大気汚染・光化学スモッグ
地盤沈下

食料・水汚染・不足

４

第３Gr: 自然への影響

第２Gr: 社会生活への影響

第１Gr: 人間への影響
 

図 3.1-1 環境問題における人間と自然との相互影響関係の整理 
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 環境分野における研究活動の内容は図 3.1-2に整理したように理解、観測、予 
測、対策、評価・分析の 5つに分類できよう。一般に、「予測」は「評価・分析」
に含めることも可能であるが、環境問題では特に「予測」が重要となるので区別す

ることにした。 
全体討議、グループ討議では、図 3.1-1と図 3.1-2の 2つのマップを念頭に置き、

討議を進め、意見の集約・形成を行っていくこととした。 
 

環境分野の研究活動

• 人体・自然の理解
• 人間活動の理解

• 人体・自然の観測
• 人間活動の観測
• 環境影響因子の観測

• 自然変化・社会変化・環境影響因
子が人間に与える影響の評価

• 環境影響因子が自然に与える影
響の評価

• 環境影響因子の同定
• 環境影響因子の発生原因の評価

• 自然変化の予測
• 社会変化の予測
• 環境影響因子の変化
• の予測

• 環境改善
• 環境保全（含む修復）
• 影響の低減
• 環境影響因子の低減

予測

対策

評価・
分析

観測

理解

５  
図 3.1-2 環境分野の研究活動 
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 3.2 基調講演内容 
ワークショップでは、参加者の情報、課題意識の共有化を図るためセンターによ

る趣旨説明、代表コーディネータ、コーディネータによる基調講演、全体討議を行

なった。 
代表コーディネータの国立環境研究所合志陽一理事長からは「水面下の環境問

題」と題し、容量型、汚染型の環境問題、環境問題に取り組むときの視点（過去に

学ぶ、）、水面下の問題（人間を中心に考える、基礎研究に注目する）を検討する場

合、多様性が重要であることなどが指摘された。 
各グループコーディネータからはそれぞれの視点から、今後の討議で鍵となる以

下のようなキーワードが示された。 
  ①人間への影響（黒田洋一郎）： 
   環境因子の多様性、見逃さない、放置しない、時間経過・可逆性の問題 
  ②社会の視点から見た環境研究（酒井伸一）： 
   対策の階層性と統合問題、シナリオ分析、地域の捉え方、予防原則とリスク 

評価 
  ③自然への影響（安岡善文）： 
   自然と人間との相互作用、観測からモデル化、評価、対策までの end-to-end

フロー､多様な軸（時間軸、空間軸、空間軸）、多様なシステム（基礎から応用、

実用化研究、初等から高等教育） 
  ④国としての環境への取り組み（加藤尚武）： 
   主権者・政府の任務、予防原則、補完的・完全循環経済、持続可能性 
   なお、基調講演内容を参考資料 2に示す。 
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 3.3 グループ討議の視点 
環境分野の研究対象を分類・整理した図 3.1-1および研究活動を分類した図 3.1-2
を念頭におき、専門毎にグループに分かれ顕在化している課題、顕在化する可能性

のある課題、新たな課題について討議した。グループ毎の討議内容を表 3.3-1 に、
参加メンバーと各グループの構成を表 3.3-2にそれぞれ示す。 

 
表 3.3-1 討議の視点 

グループ討議の視点
第1Gr ： 人間への影響

有害物質（内分泌攪乱物質、発ガン性物質等）、遺伝子組み換え食品、周辺
環境（音・振動、光・電磁波、におい、情報等）などが人間に与える影響

第２Gr ： 社会生活への影響
人口の増大と集中によって生じる水・食料問題、エネルギー・資源問題、ゴミ
問題、都市問題（ヒートアイランド、都市洪水等）、光化学スモッグ、酸性雨な
どが都市・地域生活に与える影響

第３Gr ： 自然への影響
地球規模の環境問題（気候変動、地球温暖化、オゾンホール、エアロゾル、
水資源変調）、地域的環境問題（大気・流域・湖沼・海域、土壌の汚染）、生
態系環境問題（森林破壊、砂漠化、生物の多様性喪失）等、人間生活・活動
（工業・農業・林業・漁業を含む）が自然環境に与える影響

第４Gr ： 国としての取り組み
環境・持続可能な社会についての国民意識の向上、循環型社会への転換と
国民の合意形成、環境対応型産業への取り組み、諸政策（食料・エネル
ギー・資源政策、公共事業・都市開発、規制・税制等）との調和・整合性、研
究開発の進め方、国際協調・支援等、環境問題に対する国としての取り組み

６  
表 3.3-2 グループの構成メンバー 

７

化学、応用化学、環境科学、技術史

専 門 分 野

国立環境研究所
合志 陽一

（代表）

所属氏 名

メンバー構成

4Gr ： 国としての取り組み

環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ、化学工学

エコデザイン学（Ecomaterial, 
Ecodesign, LCA）、人工格子、計

算材料科学

産業公害、地球温暖化問題、CO２

削減

無機材料設計、環境材料科学、環
境総合指標ほか

化学工学、燃焼工学、環境工学

環境マネジメント

環境倫理学、倫理学原理、応用倫
理学、ヘーゲル哲学、思想史

社会基盤工学（土木工学）

植物生態学、群集生態学、生態系
生態学

生物環境情報工学、農業工学、植
物科学、陸域生態系モデリング

海洋生態学、海洋情報学、海洋物
理

地球大気化学、対流圏オゾン、大
気汚染と地球環境

リモートセンシング、環境計測、環境モ
デリング、画像計測

日立製作所

研究開発本部

東京大学
国際・産学共同研究C.

地域振興整備公団

国際連合大学

東京大学大学院
化学システム工学科

トヨタ自動車
環境部

鳥取環境大学

東京大学
空間情報科学研究C.

北海道大学大学院
地球環境科学研究科

東京大学大学院
農学生命科学研究科

長崎大学水産学部

地球フロンティア研究
システム

東京大学都市基盤 安全
工学国際研究C.

加藤 尚武

（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ）

笹之内 雅幸

定方 正毅

安井 至

山口 務

山本 良一

横山 宏

安岡 善文

（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ）

秋元 肇

石坂 丞二

大政 謙次

甲山 隆司

柴崎 亮介

3Gr ： 自然への影響

このほか、オブザーバーとして文科省、JST４～6名／グループ

2Gr ： 社会生活への影響

都市環境工学

環境経済学、排出権取引、京都
議定書

下水道工学、水質工学、河川水
質管理

水処理技術、廃棄物有効利用技
術研究開発

環境工学、環境システム工学

実験動物学、霊長類学、獣医公衆
衛生学

環境生命医学、化学物質の人へ
の影響、毒性学

疫学、副腎再生及び膵・細胞再生、
糖尿病大血管合併症の成因研究
ほか

疫学、環境リスク、内分泌学、環
境心理学

精神医学、神経内分泌学ほか

分子細胞神経生物学、中枢神経
毒性学

東京都神経科学
総合研究所

黒田 洋一郎

（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ）

東京大学大学院
獣医医学

吉川 泰弘

国立環境研究所

循環型社会形成推
進・廃棄物研究C.

酒井 伸一

（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ）

荏原製作所
水環境開発C.鈴木 隆幸

京都大学大学院
環境質制御研究C.田中 宏明

神戸商科大学

経済研究所
新澤 秀則

東京大学大学院
水環境制御研究C.花木 啓祐

千葉大学大学院

環境生命医学

森 千里

九州大学大学院
病態制御内科学

名和田 新

国立環境研究所兜 眞徳

東京大学大学院
脳神経医学

加藤 進昌

1Gr ： 人間への影響

（医学：６医学：６ 、工学：１１、理学：４、経済学：１、その他：３）
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 4. グループ討議内容 
図 4-1に示すフローに従いグループ討議を進めた。 

８

討議の進め方

提案

重要課題の抽出分類と整理

現状把握

・基調講演

・各専門分野からの整理

・顕在化している課題

・顕在化する可能性のある課題

・新たな課題（複合問題、修復

技術等に起因する 問題）

・今後重点的に取り組むべき
課題

・新たに取り上げるべき
課題

・新研究領域とその推進方法
・次回以降の検討課題

 
図 4-1 グループ討議の進め方 

 
4.1 第 1グループ（人間への影響）の討議内容 

  病気や障害の原因、見逃さない、放置しない、時間経過の問題などのキーワード

をもとに、図 4.1-1～図 4.1-3に示す①環境に関係している可能性のある問題疾患、
②原因となる可能性のある因子、③ライフステージからみた疾患・障害の 3つのく
くりから今後重要となる課題を抽出した。 

環境に関係している可能性のある疾患・障害
脳神経系

学習障害（LD）
自閉症 行為障害 PTDS

注意欠陥多動性障害（ADHD）

アルツハイマー病 パーキンソン病
総合失調症 躁鬱病

脳腫瘍 免疫系
自己免疫疾患（膠原病）
シックハウス症候群

過敏症（化学物質、紫外線、電磁界、光）
ペットによる諸疾患 感作

アトピー アレルギー

生殖系
思春期の早期化 子宮内膜症
前立腺疾患 乳腺疾患 乳がん

アルツハイマー病 パーキンソン病
先天異常 停留精巣 尿道下裂

低体重児 早産

生活習慣病
肥満 高血圧

Ⅱ型糖尿病 骨粗しょう症
がん 動脈硬化

消化器系
胃がん

下痢 潰瘍

感染症
人－人感染：エイズ ポリオ 麻疹 肝炎 天然痘

動物－人感染：エボラ ラッサ熱 トキソプラズマ SARS 鳥インフルエンザ 狂犬病

アルボ：マラリア 日本脳炎 デング熱 西ナイル熱
プリオン病：狂牛病（BSE） クロイツフェルト・ヤコブ秒（CJD）

６  
図 4.1-1 環境に関係している可能性のある問題疾患 
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 図 4.1-1 は、環境に関係している可能性のある疾患・障害を人体の器官系（脳   
神経系、生殖系、消化器系、免疫系）などの共通グループで整理したものである。

同様に図 4.1-2は原因となる可能性のある因子を、物理的、生物学的、社会文化的
要因などのグループ別に分類してリストアップしたものである。図 4.1-3は人間の
ライフステージ別にリストアップしたものである。先に述べた環境因子の多様性、

見逃さない、放置しない、時間経過の問題などの視点から、漏れなくリストアップ

した。 

原因となる可能性のある因子

化学物質（原物、代謝物）
食品
大気

水 土壌
ことに残存性有機汚染物質（POPs）

医薬品

物理的要因

放射線 電磁界
光（LED） レーザー 紫外線

音（低周波 超音波） 振動
空間（子宮内）

温度

生物学的要因
ペット

野生動物
細菌 原虫 寄生虫

ウイルス
プリオン

社会文化的要因
ストレス 生活景観

家族環境（家族構成）
宗教 通勤 運動・遊び

情報（コンピューター 携帯電話 テレビ ラジオ）
薬物習慣（麻薬） ダイエット

ライフスタイル（アルコール 喫煙）
過度の栄養障害

７  
図 4.1-2 原因となる可能性のある因子 

思春期
摂食障害

性成熟早期化
アダルトチルドレン

統合失調症

高齢期
アルツハイマー病
パーキンソン病
感覚障害

ライフステージからみた疾患・障害

成人期
生活習慣病（肥満、高血圧、

II型糖尿病、骨粗しょう症、がん）

若年性痴呆 不妊 育児放棄
児童虐待 脳心血管障害、

ミトコンドリア脳症
筋萎縮性側索硬化症（ALS）

うつ病 更年期障害

幼児期・学齢期
自閉症注意欠陥多動性障害（ADHD）

学習障害（LD）

新生児・乳児期（母乳）
脳機能発達障害

アトピー
胎児期

胎内環境 先天異常 早産
胎児期における生殖細胞への影響
低体重児 クレチン症 代謝異常

８  
図 4.1-3 ライフステージから見た疾患・障害 
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 図 4.1-4に第１グループの検討のステップと抽出された重要課題を示す。抽出  
された重要課題は、①脳神経系の発達と障害、②胎児および経世代影響、③生活習

慣病における遺伝と環境、④免疫系の攪乱の 4課題である。それぞれの重要課題に
関連するキーワードを図中の波線内にまとめた。 

 

第１グループ（人間への影響）において
抽出された重要課題

問題疾患

原因因子

ライフステージ

・脳神経系

・免疫系

・生殖系

・生活習慣病

・感染症

・化学物質

・物理的要因

・生物学的要因

・社会文化的要因

・胎児期

・新生児・乳児期

・幼児期

・思春期

・成人期

・高齢期

①脳神経系の発達と障害
②胎児および経世代影響
③生活習慣病における遺伝

と環境
④免疫系の攪乱

・リスク評価系の確立

・疫学調査

・認知機能のしくみ解明

・複合影響

・胎内環境の把握

・環境因子、遺伝因子の影響評価

・個体の感受性解明

・局所免疫、個体全体の免疫

・生体反応の可視化、リアルタイム化

重要課題

９  
図 4.1-4 第 1グループの重要課題抽出 

 
それぞれの重要課題について、主な疾患、診断、危険因子の発見、原因研究を整

理したものを図 4.1-5～図 4.1-8に示す。 

主な疾患：

学習障害、注意欠陥多動性障害、自閉症、脳腫瘍、

行為障害、性格異常

診断：

認知機能、脳画像

危険因子の発見：

リスク評価系の確立、疫学調査

原因研究：

・遺伝因子、化学物質、電磁界などの物理的因子
・家族環境（家族構成）も含めた環境因子
・内分泌かく乱物質、甲状腺ホルモン系、性ステロイド系

脳神経系の発達と障害
第１グループの抽出課題（1）

９  
図 4.1-5 重要課題(1) 
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主な疾患：

胎児期に起因する病気・障害

診断・危険因子の発見：

新しい新生児スクリーニング、発達段階ごとのスク
リーニング、リスク評価法の確立

原因研究：

エピジェネティクス、高リスク・ライフステージ、感受性
期、胎児生殖細胞系列への影響⇔体細胞系への影
響、複合影響←単一因子影響、個体の感受性、胎内
環境（経胎盤、母子間移行、妊婦の特殊環境）

胎児および経世代影響

第１グループの提案課題（2）

１０  
図 4.1-6 重要課題(2) 

 
 

主な疾患：

肥満、Ⅱ型（インスリン非依存型）糖尿病、高血圧、骨
粗しょう症、がん（前立腺がん、乳がん）、動脈硬化（脳
卒中、心筋梗塞）

診断・危険因子の発見：

生体反応の可視化、リアルタイム化

原因研究：

多因子遺伝子、個体の感受性(Susceptibility)、環境

因子、ゲノム疫学、遺伝子多型、プロテオミクス、ジェノ
ミックとノンジェノミックのクロストーク（転写因子、受容
体（核、膜）、ペプチド、サイトカイン、ステロイド）

生活習慣病における遺伝と環境

第１グループの提案課題（3）

１１  
図 4.1-7 重要課題(3) 
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主な疾患：
自己免疫疾患（膠原病）、アトピー、アレルギー、室
内汚染（ペット）、過敏症（化学物質、紫外線、電磁界、
光）、シックハウス症候群、ペットによる諸疾患、感作

危険因子の発見：

疫学調査

原因研究：

個体全体の免疫系、局所免疫（消化器系の粘膜、
呼吸器系、眼）

免疫系の攪乱

第１グループの提案課題（4）

１２  
図 4.1-8 重要課題(4) 
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 4.2 第 2グループ（社会生活への影響）の討議内容 
本グループでは図 4.2-1～図 4.2-5 に示す都市環境、水環境、環境経済、循環型

社会の課題、およびその他の社会研究課題においてのキーワードである、対策の階

層性と統合問題、シナリオ分析、地域の捉え方、予防原則とリスク評価を念頭に、

重要課題を抽出した。 
 

都市環境研究分野の今後の課題

１３

1. 対策の複合効果
• 加成性が成立しない対策の複合効果

（温暖化対策研究：Tokyo Half Projectの研究結果）
• 環境負荷に加え、コストや水循環、廃棄物対応の社会基盤が重要

2. ベネフィットの定量化
• 環境負荷とリスク、環境負荷とＱＯＬなどの様々なトレードオフ
• ＱＯＬなどベネフィットの定量化、貨幣換算や公平性を視点に入れた展開

3. 環境低負荷型システムへの遷移過程の対応方策
• 水システムや廃棄物処分システムなどが都市基盤システムの大きな変

化をもたらす可能性
• 一定の地域を対象とした場合、水システムなどはより広域の後背地域を

念頭において長期的な展開が必要

第2グループの提案課題（1）

 
図 4.2-1 都市環境研究分野の今後の課題 

 

水環境研究分野の今後の課題

１４

1. 健康と生態系の研究
• Ｎ，Ｐなどの汚染物質に加え、医薬品関係などの化学物質
• 老齢化等の社会的背景や発生源（医薬品のみならず畜産関係の抗生物

質利用の可能性あり）の多様性からの基礎的な研究
• 病原微生物

2. 流域管理研究の展開
• 最適水準達成までのデータと対策の統合化研究
• 海域や内湾域等の最適水準の検討

過剰（Ｎ，Ｐなど）と不足（Ｓｉ，Ｆｅなど）の両側面

• コストおよび、ローカル・グローバルとのバランスからの最適水準の検討

3. 途上国対応型の技術研究
• ローコスト、ローエネルギー

4. 社会合意形成
• 定量的見通しと社会制度のあり方検討
• 合意形成における諸権（水利権や漁業権など）の社会科学的考察

第2グループの提案課題（2）

 
図 4.2-2 水環境研究分野の今後の課題 
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環境経済研究分野の今後の課題

１５

1. 制度設計工学的アプローチ
• 政策オプションの丁寧な提案と評価はできていない、経済理論や政策論

に基づく計量実証モデル分析、シミュレーション、実験が必要
• 温暖化研究の例で見れば、政策モデルはＡＩＭモデル（京大＋ＮＩＥＳ）の

みで他のモデルがない。こうしたモデルに基づくシナリオ研究必要
• 国際的な合意形成に資するシナリオ研究

2. 環境の価値評価に基づく政策研究
• 環境保全の目標決定
• 政策提言の目標設定やプライオリティ設定に資する研究
• オプション価値に加えて、準オプション価値（生物多様性など現段階で見

えていない価値）も重要

第2グループの提案課題（3）

 
図 4.2-3 環境研究分野の今後の課題 

 
 

循環型社会研究分野の今後の課題

１６

1. 政策効果分析、シナリオ分析、統合システム解析
• 物質フロー解析（ＭＦＡ）による現状把握研究は進展しつつある
• 今後は、コスト評価、改善方策、将来予測、持続可能性評価などを念頭

においたＭＦＡとシナリオにもとづく研究が重要
• 特に気候変動対策研究、循環型社会研究

2. アジア地域の資源・廃棄物循環
• 循環資源、リサイクル材は、日本から中国などアジア地域への移動が

2000年前後より急増、すでに移動しつつある

• 循環資源や廃棄物の種類による、より最適の地域スケールの検討
• 日本とアジアの共同研究が促進される利用自由度のある研究ファンドの

必要性

3. 持続可能な生産技術、産業エコロジー的研究の展開
・ 静脈技術や過去の遺産対策の展開とともに、生産技術の持続可能型

生産技術の開発と持続可能な消費の検討が重要

第2グループの提案課題（4）

 
図 4.2-4 循環型社会研究分野の今後の課題 
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その他の社会研究課題

１７

1. 大気汚染に対する社会対策研究
・ ＶＯＣや酸性雨など、対応が不十分な大気汚染物質対策
・ 自動車に関わる観測研究と社会経済研究

2. 環境の全体像把握のためのモニタリング研究
・ 情報技術（ＧＰＳ、ＩＣタグなど）を用いた環境と物流の全体像把握の

ためのモニタリング研究
・ 自動車、不法投棄、ノンポイントソースなど、既存の計測技術中心の対応

では把握と対策が困難な問題が山積
・ 対策コストは比較的かからず、効果は大きい可能性あり

3. 環境保全技術開発の多面的展開
• 他への環境負荷、コストを考慮した持続可能な技術
• ノンポイントソース汚染対応型の環境保全技術

第2グループの提案課題（5）

 
図 4.2-5 その他の社会研究分野の今後の課題 

 
図 4.2-6に第 2グループの検討のステップと抽出された重要課題を示す。抽出さ
れた重要課題は、①社会合意形成、②環境低負荷型システムへの遷移過程の対応方

策、③対策の複合効果、④アジア地域資源・廃棄物循環の 4課題である。それぞれ
の重要課題に関連する研究を図中の波線内にまとめた。 

 

第２グループ（社会生活への影響）において
抽出された重要課題

①社会合意形成
②環境低負荷型システムへ

の遷移過程の対応方策
③対策の複合効果
④アジア地域の資源・廃棄物

循環

・合意形成における諸権の考察

・政策効果分析、シナリオ分析・研究

・環境負荷、経済、社会基盤を考慮した

統合対策評価

・グローバルな循環資源、リサイクル材

の越境移動による影響

・途上国対応型の環境技術研究

・汚染物質、化学物質、発生源の多様

性からの生態系基礎研究

重要課題

１０

循環型社会

都市環境
環境経済

水環境

課題に対する複数の対策効果
を多面的かつ統合的にとらえる

その他の
社会研究課題

 
図 4.2-6 第２グループの重要課題抽出 
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 4.3 第 3グループ（自然への影響）の討議内容 
本グループでは人間の生産活動に伴う原因（資源採取、地表面改変、利用・廃棄）

が、自然（大気圏、水圏、陸圏、生態圏）へ及ぼす影響を空間、時間、経済レベル

の軸で整理、分類し（表 4.3-1）、更に科学技術の優位性、環境保護、発展途上国支
援、国際協力への貢献などの戦略的視点から重要課題を抽出した。 

 
表 4.3-1 今後重要と考えられる提案課題(1) 

発展途上国～
先進国

評価、対策中期～長期地域、国気候変動に対する地域社会の適応可能性に
関する評価と適応能力の強化に関する研究

温
暖
化
・気
候
変
動
の
顕
在
化

観測、評価中期～長期地域栄養段階や生活史特性による温暖化環境へ
の生態系への適応の違いの解明

観測～予測、
評価、対策

短期～中期地域、国京都議定書対応の植林技術の開発と環境影
響評価

観測～予測中期～長期大陸～地球温暖化に伴うバイオームタイプ境界域での生
態系変化の解明

温暖化対策ための農業技術の開発とその影
響

温暖化による陸域生態系への影響モニタリン
グと脆弱性評価

大気組成変動に伴う地域気候変動の検出と
予測

経済レベルシステム

発展途上国～
先進国

評価、予測、
対策

中期～長期地域～大陸

観測～予測、
対策

中期～長期地域～大陸

観測～予測中期～長期地域～大陸

観測～予測中期～長期地域～海洋温暖化に伴う海洋循環変化の計測と予測

観測～予測中期～長期沿岸～海洋温暖化に伴う海洋生態系への影響モニタリン
グと脆弱性評価

時間空間研究課題

１８

第３グループの提案課題（１）

 
表 4.3-1 今後重要と考えられる提案課題(2) 

観測～予測、
評価、対策

中期～長期沿岸～海洋流域から沿岸までの物質循環把握と沿岸管理へ
の利用

沿
岸
域
の
海

洋
汚
染

観測～予測、
評価

短期～中期沿岸～海洋化学物質による地球規模海洋汚染の把握と影響
評価

グ
ロ
ー
バ

ル
海
洋

汚
染

急発展国～
先進国

評価、予測中期、長期地域～国人口減少地域における「軟着陸」戦略：自然環境
の復元と地域コミュニティの適応支援

発展途上国～
急発展国

観測～予測、
評価、対策

短期～中期都市、地域メガシティ化と大気汚染・局地気象変化メ
ガ
シ
テ
ィ
化
に
よ
る
環

境
悪
化
と
農
村
の
疲
弊

発展途上国～
急発展国

観測～予測、
評価、対策

中期都市、地域メガシティの成長メカニズムと変容過程

観測～予測、
評価、対策

短期～中期地域沿岸域の改変とその影響評価

発展途上国～
先進国

評価、予測短期～中期都市、地域グローバル大気汚染の生態影響と健康影響

観測～予測、
評価

短期～中期都市、大陸、
地球

グローバル大気質変動の観測と予測

観測～予測、
評価、対策

短期～中期地域、国クローバル大気汚染による農作物と生態系への
影響評価

（エ
ア
ロ
ゾ
ル
、
オ
ゾ
ン
等
の
大
陸
間
影
響
）

グ
ロ
ー
バ
ル
大
気
汚
染

発展途上国～
先進国

対策中期～長期地域、大陸、
地球

アジア越境大気汚染とグローバル大気汚染の対
策

経済レベルシステム時間空間研究課題

１９

第３グループの提案課題（２）

 

-18- 



 表 4.3-1 今後重要と考えられる提案課題(3) 

評価、対策短期～中期地域、国外来種、もしくは遺伝子操作生物を用いた農業・環
境改変技術の自然環境への影響評価新

た
な
技
術

開
発
に
伴
う

影
響
評
価

発展途上国～
急発展国

観測～予測、
評価

短期～中期地域、国発展途上国の発展に伴う環境劣化と農作物や生
態系への影響評価

発
展
途
上
国
に
お

け
る
新
た
な
環
境

劣
化
と
Ｇ
影
響

発展途上国～
急発展国

観測～予測、
評価、対策

中期～長期国発展途上国における環境アウェアニスの浸透過程
の解明と環境対策の強化

観測～評価、
対策

中期～長期地域、海洋、
地球

二酸化炭素海洋固定に伴う環境影響評価

発展途上国観測～予測、
評価

中期～長期地域、大陸熱帯林における生物種多様性と生態系機能の対
応機構の解明

評価、予測中期～長期地域、大陸北方林生態系の環境変動に対する脆弱性の評価
と対策

生
態
系
・多
様
性
の

機
能
変
化(

熱

帯
林
、
北
方
林
）

経済レベルシステム時間空間研究課題

２０

第３グループの提案課題（３）

 
図 4.3-1に第 3グループの検討したステップと抽出された重要課題を示す。抽出
された重要課題は、①温暖化に伴う生態圏への影響モニタリングと脆弱性評価、②

グローバル（越境）汚染による我が国への影響評価、③メガシティ化による環境影

響とその対策の 3課題である。それぞれの重要課題に関連する研究内容を図中の波
線内にまとめた。 

 

第３グループ（自然への影響）において
抽出された重要課題

１１

・地域～大陸・海洋、観測～予測、中
長期にわたる陸域・海域生態系への
影響・脆弱性評価

・生息環境（バイオーム）型境界域で
の生態系変化、環境への適応相違

・エアロゾル、オゾン、化学物質等に
よるグローバル大気汚染・海洋汚染

・発展途上国の発展に伴う環境劣化と
影響評価、環境アウェアネスの浸透

・メガシティ化による環境悪化と農村の
疲弊

①温暖化に伴う生態圏への影響
モニタリングと脆弱性評価

②グローバル（越境）汚染による
我が国への影響評価

③メガシティ化による環境影響
とその対策

重要課題
・
多
様
な
軸
（
空
間
、
時
間
、
経
済
レ
ベ
ル
）

・
戦
略
的
視
点
（科
学
技
術
の
優
位
性
、
環
境
保
護
、
発
展

途
上
国
支
援
、
国
際
協
力
へ
の
貢
献
）

資源
エネルギー

人間・社会

原因

影響の対象

資
源
枯
渇

地
表
面
改
変

利
用･

廃
棄

大
気
圏

水
圏
陸
圏
生
態
圏

自然への負荷
循
環

人間
（生産活動）  

図 4.3-1 第 3グループの重要課題抽出 
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 図 4.3-2は抽出された重要課題の研究対象軸と研究内容をまとめたものである。 
 

戦略的視点から抽出した重要課題

１．温暖化に伴う生態圏への影響モニタリングと
脆弱性評価 （科学技術的に我が国のプレゼンスを高める視点から）

軸： 空間（沿岸～大洋、地域～大陸） 時間（中期～長期）
システム（観測～予測）

・陸域・海洋生態系の影響モニタリング、脆弱性評価
・生息環境（バイオーム）型境界域での生態系変化の解明
・栄養段階、生活史特性などによる環境への生態系適応の相違機構の解明
・気候変動に対する地域社会の適応可能性
・海洋循環変化の計測と予測
・陸域・海洋における物質循環の把握と管理

第３グループの提案課題

２１  
図 4.3-2 戦略的視点から抽出した重要課題(1) 

 

戦略的視点から抽出した重要課題

２．グローバル（越境）汚染による我が国への影響評価
（我が国の環境保護、国際協力の視点から）

軸： 空間（沿岸～大洋、地域～大陸）、時間（中期～長期）
システム（観測～予測）

・ エアロゾル、オゾン、化学物質等によるグローバル大気汚染・海洋汚染
・ 農作物と生態系への影響評価
・ 大気質変動の観測と予測
・ 生態影響と健康影響

３．メガシティ化による環境影響とその対策
（発展途上国への支援）

軸： 空間（都市、地域、国） 経済（発展途上国～急発展国）
時間（短期～中期） システム（観測～予測、評価、対策）

・発展途上国の発展に伴う環境劣化と農作物や生態系への影響評価
・発展途上国における環境アウェアニスの浸透過程の解明と環境対策の強化
・自然環境の復元と地域コミュニティの適応支援

第３グループの提案課題

２２  
図 4.3-2 戦略的視点から抽出した重要課題(2) 
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 4.4 第 4グループ（国としての取り組み）の討議内容 
 4.4.1 基本的考え方と政策提言 
本グループは、他の検討グループと次元の異なる視点すなわち国の立場から取り

組むべき重要課題を抽出しようとしたものである。まず問題を整理するため、「環

境への取り組みについての基本的考え方」、「我が国が取るべき政策への提言」、「研

究開発の推進計画・体制・方策への提言」の 3つの視点から、討議し、考え方や提
言をとりまとめて提示した。 
図 4.4-1 は環境への取り組みについての基本的考え方を、環境倫理、環境立国、

国の役割からそれぞれ整理したものであり、図 4.4-2は研究開発の推進計画、体制、
方策への提言を、図 4.4-3～図 4.4-7 には我が国が取るべき政策への提言を総論、
市民社会とのコミュニケーション、人材育成、環境マネジメント、国際戦略別に整

理したものである。 

○現世代への要請：

将来世代の開発の権利と健全な環境での生存の
権利を守る責任

○国民・社会への要請：

需給のアンバランスによる大量廃棄物が発生する
生産形態、資源・エネルギー生産性の低い経済を転
換する責任（無限の物質的成長シナリオからの自覚
的脱却）

○生産者・供給者への要請：

生産物・供給物の回収・再利用・安全な廃棄の責任
（循環経済への転換）

環境倫理

２８  
図 4.4-1 基本的考え方(環境倫理) 

環境立国とは

○環境と調和した持続可能な社会の実現

○経済発展の原動力としての環境技術の開発

○環境分野における国際的リーダシップの発揮

○環境先進国という国民的プライドの形成

２９  

図 4.4-1 基本的考え方(環境立国) 
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○環境問題の長期的な目標設定に基づき指導力を発揮すること

○環境容量や資源エネルギーの限界に関する正しい認識を提示

するとともに、持続可能性という概念を国民に普及すること

○持続可能な社会の実現のための社会システムのあり方について

ビジョンを提示すること

○持続可能性に係る環境基準が市場メカニズムに組み込こまれる

よう必要なインセンティブを構築すること

○資源の枯渇、環境の劣化、生態系の破壊という生存権の劣化

から国民なかんずく次世代の国民を守ること（予見原則）

○環境の世界戦略を構築し国際社会において主体的な役割を担う

こと

国の役割

３０  
図 4.4-1 基本的考え方(国の役割) 

研究開発の推進計画、体制、方策等に関する提言

○国の環境に関する様々な基本計画の内容を第３期
科学技術基本計画に反映

○革新的な技術の開発と技術移転の両面で環境技術
戦略を確立し、国際的な主導権を確保

○ＭＯＴ（技術経営）に不可欠な技術の総合的評価手法
の開発

○長期、継続的な環境モニタリングの実施

○研究基盤として不可欠な基本的な環境データ（材料等）
や生物資源等の整備

○優秀な外国人研究者の登用

 
図 4.4-2 研究開発の推進計画、体制、方策への提言 

総論

○持続可能な社会像の提示と国民的コンセンサスの
形成

○環境立国の理念の確立による国際的リーダシップの
発揮

○環境に関する様々な基本計画の整合性ある統合と、
ロードマップに基づく政策推進（各種情報を統合し、
全体像を把握する「シンセシス」な思考プロセスによる
政策展開）

○環境立国実現の重要な担い手としてＮＰＯなどの市民
団体の育成

２３  
図 4.4-3 政策提言（総論） 
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○生産者側、行政側の情報発信のみによる合意形成は
困難。正確な情報提供とともにそれを基礎とした多様な
国民意見を受容するという大胆な発想の転換と手法の
開発

○ ２００５年から始まる「持続可能な開発のための教育１

０年」の一環としての環境教育の充実（豊かな生活とは
何か、自然と環境保護の意義、省資源・省エネルギー
の大切さ等）

○市民学習、生涯学習の充実による環境問題に対する国
民の意識と参加・協力の意欲の向上

○市民の意識レベルの向上や意見形成における専門家
のリーダシップ

市民社会とのコミュニケーション

２６  
図 4.4-4 政策提言（市民社会とのコミュニケーション） 

○資源・エネルギー消費量の減少と経済発展との両立

○安全性/リスクの評価を踏まえた合理的な政策推進

（行政へのＱＣ的手法の導入）

○省エネルギーの推進/エネルギー利用の高効率化/
代替エネルギーの開発

○資源の循環システムの確立による廃棄物の最小化

環境マネジメント（効率性を基本とした容量型）

２４  
図 4.4-5 政策提言（環境マネジメント） 

人材育成

○環境研究の分野としての確立、環境研究者のステー
タス向上・安定等環境研究を志す人材へのインセン
ティブ

○環境を俯瞰的に見られる（「シンセシス」な思考ので
きる）専門家の育成

○環境に関する専門職大学院、ＭＯＴ教育制度の充実
による環境エキスパートの育成

○産業界における環境実務者育成と技術の継承

２５  
図 4.4-6 政策提言（人材育成） 
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国際戦略

○持続可能性をベースとした国際的アライアンスの推進
を日本の国際戦略の一つとして位置づける

○途上国の特性に応じた持続可能なシナリオの提示

○アジア・太平洋地域を中心とした環境、災害観測・評
価・予測システムの構築

○近隣アジア諸国に対する資金支援にとどまらない科学
者、技術者が関与する研究協力、人的支援

○先進国の資源利用に起因する途上国の資源枯渇に対
する定量的評価と利用の適正化、回復への貢献

２７  
図 4.4-7 政策提言（国際戦略） 

4.4.2 重要課題 
整理された基本的考え方、研究開発の推進方策等への提言、我が国が取るべき政

策への提言に基づき、事前に行ったアンケートの集計結果も参考としつつ、今後優

先的に取り組むべき課題等を社会的重要課題、科学技術的重要課題に分類、整理し

て重要課題を抽出した。更にそれら重要課題から特に優先性の高いと思われる最重

要課題を選定し、次回ワークショップでの検討課題として提案した。図 4.4-8、図
4.4-9 はそれぞれ社会的重要課題及び科学技術的重要課題として抽出されたもので
ある。図中赤字は最重要課題を表す。 

社会的重要課題

・環境立国の理念の確立による国際的リーダシップの発揮

・持続可能な社会像の提示と国民的コンセンサスの形成

・持続可能な資源・エネルギーへの移行のシナリオの提示

・都市・農村・森林の共生関係をベースとした循環型生産

モデルの構築

・持続可能性の様々な指標の開発と市場メカニズムへの

導入（製品の環境指標の開発と認証を含む）

・環境立国推進の重要な担い手としてＮＰＯなどの市民

団体の育成
３１  

図 4.4-8 社会的重要課題 

科学技術的重要課題

・持続可能な社会像の定量的モデルと実現のための

科学技術開発ロードマップの作成

・環境分野におけるイノベーションを促進する研究評価

手法の開発

・発展途上国の環境問題の多様性に対応したイノベイ

ティブな最適技術の開発

・市民とのコミュニケーションにおいて中核となりうる

環境インタープリター、科学ジャーナリスト、ポピュ

ラーサイエンティスト等の育成

・研究基盤（知的基盤（材料データベース、生物資源、

研究評価手法等）、計測・観測技術の高度化等）の

確立への重点投資 ３２  
図 4.4-9 科学技術的重要課題 
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 図 4.4-10に第 4グループの検討したステップと抽出された重要課題を示す。抽 
出された最重要課題は、環境立国として実現すべき「持続可能な社会像」の提示と

それに向けての環境対策(シナリオと科学技術開発ロードマップ)の１課題である。
非常に大きなテーマであるが、環境問題の研究開発戦略を策定する上で、持続可能

な社会像を具体化し、その社会像に向かって将来的に克服しなければならない科学

技術開発についての推進方策を明確にすることは、環境立国を目指す我が国にとっ

て大変重要な基本的課題である。 
 

第４グループ（国としての取り組み）において
抽出された重要課題

研究開発の

推進計画、体制、
方策への提言

１２

環境への取り組みについての
基本的考え方

我が国が取るべき政策への提言
市民社会との

コミュニケーション

国の役割

環境立国

環境倫理

環境立国として
「持続可能な社会像」の
提示とそれに向けての
環境対策

最重要課題

人材育成

環境マネジメント

総論

国際戦略

•持続可能な社会像の
定量的モデル

•実現のための科学技
術開発ロードマップ
の作成

•社会的重要課題
•科学技術的重要課題

 
図 4.4-10 第 4グループの重要課題抽出 
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 4.5 各グループにまたがる課題 
  本ワークショップでは、重要と思われる課題を広範かつ網羅なく抽出するために

グループ討議を行ったが、グループ間にまたがる課題については全体討議で議論す

ることで、各グループが相互に関係すると思われる課題について提案のみ行った。

グループ間にまたがる課題を図 4.5-1に示す。 
今回のワークショップでは時間的制約もあり、十分な検討ができなかったが、こ

れらの課題については、今後、その重要性、緊急性も考慮して内容の具体化を検討

する。 
 

各グループにまたがる課題

人体

自然

社会生活

国としての
取り組み

①環境と物流の全体
像把握（ＧＰＳ、ＩＣ
タグなどの利用）

②新物質、新技術
の生態影響評価

①大気汚染に
関する社会
対策研究

②環境対策の
視点からの
物質循環

①人畜共通感染症の
バッググラウンド
としての生態学

②遺伝子組み換え体
の危険性の分析

①リスクコミュニケーションの重要性
②人体への影響評価に関する
・許容リスクレベルの評価
・リスクマネジメントの対象の明確化

１３  
図 4.5-1 ワークショップでのグループ間にまたがる環境課題 
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 4.6 他研究分野に関連する課題 
  今回のワークショップでは、我が国の第２期科学技術基本計画の重点分野の一つ

である環境分野の範疇をベースに、課題を抽出したが、環境分野の研究は、人間へ

の影響からの視点で考えると、ライフサイエンス分野で取り扱った方がよいもの、

また、相互の研究分野で連携して行った方がよいものなど、研究内容、研究規模（横

断的研究の必要性）、研究の効率化（研究体制、研究費）など、多岐にわたる検討

が必要となる。 
  他研究分野に関係する課題をリストアップする（表 4.6-1）。 
 

表 4.6-1 他研究分野に関係する環境課題 

他研究分野と関係した課題

①免疫系などに関するライフサイエンスとのクロストーク

②バイオテクノロジーやナノテクノロジーによる汚染

物質の除去

③パーソナルモニタリング（ナノレベル、リアルタイム）

④高度情報システムによる観測・予測の高度化

⑤高感度先端計測機器の開発

１４  
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 4.7 推進方策についての提言 
各グループの討議において、個々の研究課題とは別に、研究の推進方策について、

研究者の立場から現状の問題点や不都合な点、またより効果的かつ効率良く研究を

推進するための方策について議論がなされた。それらの議論内容から意見を集約し、

推進方策についての提言としてまとめた。その結果を表 4.7-1に示す。 
 
 

表 4.7-1 環境研究推進方策についての提言 

推進方策についての提言（１）

進め方

①原因からだけでなく現象からのアプローチ

②外因からだけでなくエンドポイント、ライフステージ

からのアプローチ

③環境経済を考慮したアプローチ

④住民、市民団体（ＮＰＯを含む）参加、研究と社会の

接点からのアプローチ

⑤縦型科学技術から横断型科学技術への展開

１５  

体制など

①人材育成

環境教育指導者、環境エキスパート、環境対策

実務者の育成

②環境データ、生物資源データ、リスク評価基準の整備

③観測・評価・予測システムの構築（拠点形成含む）

④国際戦略、アジア諸国との研究協力体制の構築

⑤ファンディングの多様化（１０年間のファンディング等）

推進方策についての提言（２）

１６  
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 5. 討議結果 
全体討議、グループ討議を行い、本ワークショップでは、開催趣旨であげた、環

境問題（観測、理解、評価、予測、対策）、環境適合社会のビジョン、国として取

り組むべきこと、について広く環境分野の有識者に参加頂き、重要課題の系統的抽

出と意見の集約、形成を行うことができた。 
 

5.1 全体総括 
  代表コーディネータである国立環境研究所、合志陽一理事長より、本ワークショ

ップのまとめとして「消費大国日本は世界に何をリターンするか」との問いかけで、

①優れた科学技術と良質の製品（環境科学・環境技術）の提供、②①を可能にする

基盤としての心身共に活力ある社会（環境研究の充実と良い環境の実現）の重要性

が述べられ、引き続き、各グループの討議結果が紹介された。これによりワークシ

ョップ開催の目的が十分、達成されたこと、また、今回抽出された重要課題をはじ

め顕在化する可能性のある環境問題についての取り組みとして①正確な実態の認

識、②Strategy（戦略）と Tactics（戦術）（多面的な取り組みの必要性）、③手段
の重視とタイムスケジュールの概念（フロントランナーとなるために）が重要であ

ることが強調された。 
 

5.2 抽出された重要課題 
抽出された重要課題とあわせ、以下に本ワークショップのまとめを示す。 

ワークショップのまとめ（１）

①環境が人間に与える影響、社会生活に与える影響、

社会生活が自然に与える影響、および環境問題に

対する国としての取り組みの視点から重要課題を抽

出した

②環境問題については、すでに顕在化している課題

の他に、特に今後、顕在化する可能性のある重要

課題を抽出した

１７  
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①人間への影響
・脳神経系の発達と障害 ・胎児および経世代影響
・生活習慣病における遺伝と環境 ・免疫系の攪乱

②社会生活への影響
・社会合意形成 ・対策の複合効果
・環境低負荷型システムの遷移過程の対応方策
・アジア地域の資源・廃棄物循環

③自然への影響
・温暖化に伴う生態圏への影響モニタリングと脆弱性評価
・グローバル（越境）汚染による我が国への影響評価
・メガシティ化による環境影響とその対策

④国としての取り組み
・「持続可能な社会像」の提示とそれに向けての環境対策
（持続可能な社会像の定量的モデル、実現のための科学技術開発ロードマップの作成）

ワークショップのまとめ（２）
－ワークショップで抽出された重要課題－

１８  
 

5.3 今後の進め方 
本ワークショップで抽出された重要課題の詳細な検討、優先課題の絞り込み、優

先課題の研究開発推進方法の明確化などを、有識者の協力を得て行ない、研究開発

戦略の立案に資する。 
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 6. 結言 
  これまで環境分野における研究は、例えば、分野別推進戦略のイニシアチブ毎、

あるいは特定のプロジェクト毎に行われることが多かった。しかしながら、環境分

野は研究対象領域が広大であると同時に、観測、理解、評価、予測、対策が一体と

なった、総合的な取り組みが必要である。 
本ワークショップでは、広く有識者に集まって頂き、環境問題、環境適合社会の

ビジョン、国としてなすべきことについて議論することで、環境問題に関する広範

な研究開発課題を整理した。更に、「理解」、「予測」についての研究開発戦略を策

定するために、新たな重要課題の系統的抽出と意見の集約、形成を行うことができ

た。 
抽出された重要課題は、更に、詳細な検討、優先課題の絞り込み、優先課題の研

究開発推進方法の明確化などを進め、研究開発戦略の立案に資する予定である。 
最後に、本ワークショップのコーディネートをして頂いた合志陽一、黒田洋一郎、

酒井伸一、安岡善文、加藤尚武各先生をはじめ、参加いただいた諸先生に謝意を表

します。 
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 7. 参考資料のリスト 
 
 1) 参考資料 1：事前アンケート結果 
 
 2) 参考資料 2：基調講演等資料 

① 井上孝太郎（科学技術振興機構）；「科学技術の未来を展望した戦略ワーク

ショップ（環境分野）」 
② 合志陽一（国立環境研究所）；「水面下の環境問題」 
③ 黒田洋一郎（東京都医学研究機構）；「人間への影響」 
④ 酒井伸一（国立環境研究所）；「社会の視点からみた環境研究」 
⑤ 安岡善文（東京大学生産技術研究所）；「講演概要（自然への影響）」 
⑥ 加藤尚武（鳥取環境大学）；「科学技術未来戦略」 

 
 3) 参考資料 3：グループ討議での参加者によるプレゼン資料 
   ①花木啓祐（東京大学）；「都市環境分野の研究課題」 
   ②田中宏明（京都大学）；「水環境分野の研究開発の現状と到達点」 
   ③田中宏明（京都大学）；「水環境分野の研究開発課題」 
   ④新澤秀則（神戸商科大学）；「環境経済の立場から」 
   ⑤酒井伸一（国立環境研究所）；「循環型社会・廃棄物対策の立場から」 
   ⑥鈴木隆幸（荏原製作所）；「環境保全技術の研究開発と到達点」 
   ⑦秋元肇（地球フロンティア研究システム）；「大気圏と人間との相互作用」 
   ⑧石坂丞二（長崎大学）；「自然への影響 水圏の影響」 
   ⑨大政謙次（東京大学）；「自然への影響 生物圏(陸域)への影響」 
   ⑩甲山隆司（北海道大学）；「環境変化の生態圏影響」 
   ⑪柴崎亮介（東京大学）；「土地利用と環境影響」 
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参考資料 
 
参考資料 1：事前アンケート結果 
 ワークショップ開催前に参加者へ事前アンケートの回答を御願いした。アンケート

設問内容は、環境分野における①今後 10 年間における重要な研究開発課題、②今後
（20～30 年）重要となる研究開発課題、③科学技術基本計画に対する意見、提言、
④本ワークショップにおいて議論すべき内容などである。なお、⑤環境問題解決に対

し、我が国が取るべき政策に関する提言に関しては、その意見を第 4グループ討議に
反映させた。 

アンケート結果の分析（１）

①地球温暖化研究*
・多様なスケールでの環境?生物系の制御機構と変化応答の解明
・気候変動に関する国連ＩＰＣＣ報告書作成への参画
②ゴミゼロ型・資源循環型技術研究*
・循環型社会の構築技術（リサイクル技術、ＣＯ２隔離・固定化技術等）
・ライフサイクルを考慮した環境負荷削減技術
・エコ・イノベーションの拡散・普及戦略とその社会への効果に関する研究
・持続可能性についての指標の開発とガバナンスへの活用手法についての研究
③自然共生型流域圏・都市再生技術研究*
・砂漠化防止、土壌汚染防止・浄化のための研究
・森林破壊防止のための研究
・都市・農村・森林の共生関係復活のための研究、安全食料生産に関する研究
④化学物質リスク総合管理技術研究*
・化学物質のデータベース構築
⑤地球規模水循環変動研究*
・陸域圏・大気圏と海洋圏の相互作用（例えば水循環、エアロゾルの変化の
海洋への影響や海洋の変化に伴った陸・大気の変化）

今後10年間における重要な研究開発課題

２

*科学技術基本計画（環境分野）
イニシアティブ研究分類

 
 

アンケート結果の分析（2）

・地球温暖化対策技術研究
・ＣＯ２排出量の推算（ＬＣＡ）と排出量リアルタイム測定技術研究
・新エネルギーを利用する社会インフラおよび社会制度の評価技術研究
・環境対策バイオ技術の積極利用研究
・環境耐性植物の開発による大規模砂漠の緑化システム研究
・海の砂漠化防止の研究
・合意形成の問題、社会全体の価値観の問題に切り込む研究
・自然科学と人文社会科学研究の融合による環境対策研究
・人口・食料・エネルギーのソフトランディングを目指したシナリオ研究
・新たな生活環境全般の変化に伴う健康インパクト、リスクの評価研究と適応策
・化学物質の新しい影響評価法・診断方法の確立を目指した研究
・ライフステージを考慮した環境化学物質の長期微量暴露によるリスク評価研究
・途上国の貧困問題解決のための研究
・持続可能な人間満足度（Eco-sufficiency）の指標の開発と活用に関する研究
・持続可能性の高い社会を支えるための環境マネジメント研究
・持続可能な資源循環型社会に関する研究

今後（20－30年）重要となる研究開発課題

３
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アンケート結果の分析（3）
科学技術基本計画に対する意見、提言

・環境基本計画との整合性

・「環境立国」構想実現、競争力向上に結びつく方策

・全地球システムを視野に、協調のとれた国際化の推進

・研究分野にまたがる横断型で戦略的な環境統合プロジェクト群による研究推進

・萌芽的研究を的確に見抜く人材育成、教育・学習・訓練の充実

・将来にわたって、活力が維持される持続可能性を考慮した計画

・重点投資と研究者の能力配分を考慮した無駄のない重点化

・これまで全く取り上げられなかった「シンセシス」 型の研究への配慮

・次世代を支える研究者がアイディアを出せるような育成システム

・先行性を重視し、人間を中心とした視点からの科学技術（研究計画）を追加

４  
 
 

アンケート結果の分析（4）

・地球温暖化による健康へのインパクト評価研究の推進法

・持続可能な社会の形成に至るまでのロードマップと研究課題の組織的推進方策

・環境立国のビジョンを明確にし、環境外交で国際貢献できるための方策

・研究者・技術者の養成、国民の合意形成に重要な教育・人材育成

・化学物質の複合影響や個体の感受性に焦点を当てたリスク評価、削減方法

・発展途上国の貧困とリンクした環境問題の解決法

・各種情報の統合による全体像の把握とその相互作用を網羅するシンセシス

なるプロセスの実施、制御によるより良い未来の構築方法

・グローバル化の急速な進展に伴う経済的にインパクトの大きいリスク問題

・新たな技術開発の導入に伴う前向きな環境リスク評価、対応策研究

・専門研究分野にとらわれず共通の問題認識を得る方法

本ワークショップにおいて議論すべき内容

５  
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参考資料 2：基調講演等資料 
①井上孝太郎(JST)；「科学技術の未来を展望した戦略ワークショップ(環境分野)」 

科学技術の未来を展望した
戦略ワークショップ（環境分野）

－環境分野における今後の課題と方策－

井上 孝太郎
独立行政法人 科学技術振興機構

研究開発戦略センター

１
   

内容

○研究開発戦略センターの概要

○戦略ワークショップについて

・開催趣旨

・ワークショップの進め方

・ワークショップに期待する成果

２  
 

研究開発戦略センターの概要

• 平成１５年度から、独立行政法人科学技術振興
機構（ＪＳＴ）において研究開発戦略の立案機能
を抜本的に強化するために新たに設置された組
織。

• ＪＳＴのファンディング・エージェンシーとしての研
究開発戦略を立案するとともに、我が国全体の
研究開発戦略の検討にも貢献。

３    

○内外の研究開発動向に関する情報を収集・分析し、研究開発戦略を立案。

※研究開発戦略立案に資する情報 ・科学技術分野の全体的研究実施状況

・注目される最新の成果、有力研究者

・急速に発展する領域、萌芽的分野

○社会・経済ニーズの分析から今後必要となる研究開発課題を体系的に抽出。

○科学技術の将来を展望し、夢やビジョンを探る。

○研究成果の計量的分析手法、評価手法等の開発。

○ＪＳＴの基礎的研究事業の運営方針決定

・戦略目標にもとづく戦略的創造研究
推進事業の研究領域の設定

・ 研究総括、領域アドバイザー等の選考

○新規施策の提案、新規事業の形成

○ＪＳＴの研究成果の計量的分析、評価

○国の研究開発

戦略の立案

○基礎研究の戦

略目標の策定

○国内外研究状

況把握

○新規施策、新規

事業の立案

文部科学省
総合科学技術会議等

○研究開発戦略

の立案

○産学連携先の

検討

○研究開発投資

分析

○研究者リクルー ト

企業、大学等ＪＳＴ 国民、社会

○科学技術の将

来展望

○科学技術の夢

やビジョンの形成

○科学技術の全

体像の把握

４

研究開発戦略センターの主要機能
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事務局

外部有識者

グループ

外部有識者

グループ

外部有識者

グループ

外部有識者

グループ

上席フェロー

フェロー

上席フェロー

フェロー

上席フェロー

フェロー

上席フェロー

フェロー

企画運営室

研究開発戦略センター

企画・運営

首席フェロー

戦略策定

５

研究開発戦略センターの活動体制

   

・首席フェロー

○ 野依 良治

６

・上席フェロー

○ 生駒 俊明 情報通信分野など

○ 村井 眞二 ナノテクノロジー・材料分野など

○ 井上 孝太郎 環境・エネルギー分野など

○ 江口 吾朗 ライフサイエンス分野など

○ 石田 寛人 海外科学技術動向など

○ 臼井 勲 研究システムなど 〔事務局長兼務〕

研究開発戦略センターの首席／上席フェロー

 

 

環境分野における、
・我が国として重要な研究開発の推進
・研究開発に対する国民の理解と信頼の形成

を図るべく、広く学識経験者に集まって頂き、
・環境問題（理解、評価、対策を含む）
・環境適合社会のビジョン
・国としてなすべきこと

について議論し、研究開発戦略の策定に資する。

７

戦略ワークショップ開催趣旨

   

環境課題の特徴（１）

・研究領域が自然科学から社会科学にまたがる

・環境と人間の諸活動（生活、生産、移動、文化創造等）とが表
裏一体的に関係

・コンセンサス形成が不可欠

・科学研究と応用技術開発の両面からの取り組みが必要

・理解、評価、対策が一体となった、科学技術的視点と社会的視
点の両面からの取り組みが重要

・先進国、発展途上国を交えた国際協力が要求される

８  
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環境課題の特徴（２）

・都市型環境問題

（世界的な広がり）

・都市型環境問題

（一国内に限定）

・国際協調行動・一国対応

・持続的発展社会・成長経済社会

・市民参加型・行政対応型

・生態系保全・物理化学的環境保全

・地球規模問題・地域問題

21世紀は深刻さ、複雑さが進展

９
   

観測

対策

• 自然の観測
• 人間活動の観測
• 環境影響因子の観測

• 自然変化・環境影響因子が人間
に与える影響の評価

• 環境影響因子が自然に与える影
響の評価

• 環境影響因子の同定
• 環境影響因子の発生原因の評価

• 自然の変化の予測
• 人間活動の変化の予測
• 環境影響因子の変化の予測

• 環境改善
• 環境保全（含む修復）
• 影響の低減
• 環境影響因子の低減

予測
評価・
分析

理解

環境分野の研究活動

１０

• 人体・自然の理解
• 人間活動の理解

 

 

人間活動 自然
大気・水・土壌・生物

人間
人体・社会

環境ホルモン、発ガン性物質
ＳＯｘ、ＮＯｘ、ＨＣ、粉塵
廃熱
振動・騒音
悪臭
景観・日照
情報

炭酸ガス
フロン、メタンガス
環境ホルモン
ＳＯｘ、ＮＯｘ
土木工事
捕獲・伐採
農耕・牧畜
ゴミ

噴火・地殻変動
地球温暖化
オゾン層破壊
酸性雨
森林破壊・砂漠化
生物の多様性喪失
海洋汚染

自然
紫外線増加
海面上昇
渇水・集中豪雨
洪水・土砂崩れ

エネルギー・資源不足
地震災害
光化学スモッグ
食料・水汚染・不足
地盤沈下

１１

人間と自然との相互影響関係
－環境影響因子－

   

多様な視点からの課題抽出

・理解、評価、対策の各側面から

・科学技術と社会システムの両面から

・顕在化したものと潜在しているもの

攪乱するもの（対人体、対社会生活、対自然）

＋

国としての環境への取り組み（国民意識の向上、

合意形成、諸政策との調和・整合性等）

検討の視点と切り口

１２

本ワークショップでの切り口
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代表コーディネーター：合志 陽一先生

（独立行政法人 国立環境研究所理事長）

１．全体討議（１）

討議内容に対する方向性の確認

（基調講演、事前アンケートによる分析および

全体討議）

２．グループ討議

（現状の把握、重要課題の摘出、分類、課題への

アプローチの明確化など）

３．全体討議（２）

グループ討議結果の発表とまとめ

ワークショップの進め方

１３
   

・重要課題の摘出＊

（顕在化/潜在している環境問題）

・環境問題に対する対応策の提示＊

・取り組み方法の提示

（限られた人材、時間、資金を効率的かつ

効果的に活用する方策・体制）

＊注：環境問題に対する科学技術の役割を明確にする。

１４

ワークショップに期待する成果
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②合志陽一(国立環境研究所)；「水面下の環境問題」 

Jan. 23,24, 2004
科学技術未来戦略ワークショップ

高輪プリンスホテル

国立環境研究所
合志 陽一

   

環境問題とは環境問題とは

環境 ・ 自分以外（周囲）

・ 周囲とのやりとり
物質

エネルギー

情報
自然環境

人工環境

容量型の環境問題

汚染型の環境問題

 
 

自
然
起
源

人
為
起
源

汚
染
型

容
量
型

飲
料
水 噴火

温暖化
（ミランコビッチサイクル）

エ
ン
ド
ク
リ
ン

（環
境
ホ
ル
モ
ン
）

デ
ィ
ー
ゼ
ル
排
気

汚
染

P エ
ン
ド
ク
リ
ン

汚
染

N
温暖化

（光
）

（CO2）

   

未来を語ることの難しさ未来を語ることの難しさ

・Ｓ．Ｐ．シュナーズ

（メガミステイクより）

・森谷 正規

（日本の予測例より）

未来予測評価

（的中率２０～３０％）
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大型ナショナルプロジェクトの追跡調査

１５０億円２４億円１０９億円スーパーヒートポン
プエネルギー集積
システム

８４－９３

１３００億円１３億円１９５億円科学技術用高速計算シ
ステムプロジェクト

８１－８９

８０億円４億円３８億円細胞大量培養技術
プロジェクト

８１－８９

果

波及効果

（１０年間）

成

実用化

研究費総額名称期間
（年）

   

しかし、未来（あるいは未知）を
議論しなければならない

 

 

環境問題に取り組むとき環境問題に取り組むとき

過去に学ぶ反省点

水俣病、イースター島、サリドマイド

水面下の環境問題を考えるときの視点

   

地球温暖化問題

アレニウス １８００年代末に予測

（地球の気温は何によって決まるか）

ＩＰＣＣ 現在なお確定的な予測
が困難

※ 基礎研究の中に将来の環境研究が潜在する
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環境ホルモン

・ ホルモン投与の影響指摘 （１９５０年代）

※ 基礎研究の中に将来の環境研究が潜在

する

   

水俣湾周辺域の魚貝類、鳥、ネコなどの異常水俣湾周辺域の魚貝類、鳥、ネコなどの異常

2828年年ににネコネコ１匹１匹狂死、狂死、
2929年には狂死続出、年には狂死続出、
豚も狂死例。豚も狂死例。

カラスの落下カラスの落下
などの異常増などの異常増
加加((海中に突海中に突
入、岩に激突入、岩に激突
などなど))。。

海草、漂流増海草、漂流増
加、被害顕著。加、被害顕著。

貝の死滅拡貝の死滅拡
がる。岸からがる。岸から
11KmKm以内のカ以内のカ
ラス貝死滅。ラス貝死滅。

魚の浮上が魚の浮上が
南に拡がる。南に拡がる。
小アジが狂小アジが狂
い回る。い回る。

S28S28
～～

S29S29

ネコの狂病、狂死、行ネコの狂病、狂死、行
方不明増加方不明増加

異常件数増異常件数増
加。加。

食用海草全食用海草全
滅。滅。

死滅した貝の死滅した貝の
腐敗臭。腐敗臭。

魚の浮上が魚の浮上が
さらに拡がる。さらに拡がる。

S30S30
～～

S32S32

カラス落下、カラス落下、
アメドリが水アメドリが水
竿でたたき捕竿でたたき捕
獲可能に。獲可能に。

アオサ、テンアオサ、テン
グサ、アオノリ、グサ、アオノリ、
ワカメなどがワカメなどが
色あせ、漂流、色あせ、漂流、
し、海草し、海草1/31/3にに
減少。減少。

アサリ、カキ、アサリ、カキ、
カラス貝などカラス貝など
の空殻増加。の空殻増加。

クロダイ、グクロダイ、グ
チ、スズキなチ、スズキな
どが浮上。どが浮上。

S26S26
～～

S27S27

海草が白味を海草が白味を
帯び、海面に帯び、海面に
浮き出す。浮き出す。

工場排水溝工場排水溝
付近の舟に付近の舟に
「カキ」付着せ「カキ」付着せ
ず。ず。

「まてがた」「まてがた」
でカルワ、タでカルワ、タ
コ、スズキがコ、スズキが
浮く。浮く。

S24S24
～～

S25S25

ネコ・豚などネコ・豚など鳥類鳥類海草海草貝類貝類魚類魚類年度年度

※水俣病研究会編「水俣病にたいする企業の責任」1970年を一部抜粋・編集

 
 

生物の異常を早期に把握し、生物の異常を早期に把握し、
健康被害の未然防止に役立てる。健康被害の未然防止に役立てる。

「水俣病の悲劇を繰り返さないために」より「水俣病の悲劇を繰り返さないために」より

原因不明の健康異常が発生した場合、原因不明の健康異常が発生した場合、
緊急性、確実性を考え、緊急性、確実性を考え、
適切な対応をとる。適切な対応をとる。

水俣病の教訓水俣病の教訓

   

環境研究の難しさ

・自然の世界 自然 一部を除いて実験実証可

・生物の世界 生命 制約あるがかなり実験

実証可

・人間の世界 人権 実験は極めて強く制約

される

 



 - 10 -

空
間

地 球

国 家

地 域

家 族

近未来 将来

（予測・シミュレーション）

遠い将来歴史考古学地球史学

個人・個体

臓器・器官

組 織

（調査）

経験

遺伝子・細胞

町 村

分 子

職場・集団

時間

    

科学研究のタイプ

論理と実験中心の科学

論理と歴史中心の科学

空
間

時間

 
 

資源消費大国日本は世界へ
何をリターンするか

・ 優れた科学技術と良質の製品

（学術文化？）

・ 心身共に活力ある社会が基盤

（環境研究の充実と良い環境の実現）

    

・ 最新の科学技術 最適の科学技術

更なる研究開発

・ 人間中心の視点でのアプローチ

・ 場所・時間に限定されない視点（室内、野外、労働、生活）

・ 成長の段階を一貫する視点

・ 化学物質・物質以外の汚染 （攪乱）

（物理環境、情報環境、生物環境を含む）

・ 予測の功罪（あるいは絶えざる精度向上）
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グループの構成（１）
１）人間への影響：

有害物質（内分泌攪乱物質、発ガン性物質等）、遺伝組み

換え食品、周辺環境（音・振動、光・電磁波、におい、情報等）

が人間に与える影響の観点から

○構成メンバー （敬称略）

分子細胞神経生物学、中枢神経毒性学ほか東京都神経科学総合研究所黒田 洋一郎

（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）

実験動物学、霊長類学、獣医公衆衛生学東京大学大学院獣医医学吉川 泰弘

環境生命医学、化学物質の人への影響、トキ
シコゲノミクス

千葉大学大学院 環境生命医学森 千里

副腎ホルモン産生異常症の疫学、副腎再生及
び膵・細胞再生、糖尿病大血管合併症の成因
研究ほか

九州大学大学院病態制御内科学名和田 新

化学・応用化学・環境科学・技術論・技術史独立行政法人国立環境研究所合志 陽一

疫学、環境リスク、内分泌学、環境心理学独立行政法人 国立環境研究所兜 眞徳

精神医学、神経内分泌学ほか東京大学大学院脳神経医学加藤 進昌

専 門 分 野所 属氏 名

   

グループの構成（２）

2) 社会生活への影響：

人口の増大と集中によって生じる水・食料問題、エネルギー・

資源問題、ゴミ問題、都市問題（ヒートアイランド、都市洪水等）、
光化学スモッグ、酸性雨などが都市・地域生活に与える影響の
観点から

○構成メンバー （敬称略）

環境工学、環境システム工学独立行政法人 国立環境研究所 循環型社会
形成推進・廃棄物研究センター

酒井 伸一 （ｺｰ

ﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）

都市環境工学東京大学大学院水環境制御研究センター花木 啓祐

環境経済学、排出権取引、京都議定書、土地
利用規制

神戸商科大学 経済研究所新澤 秀則

下水道工学、水質工学、河川水質管理、水質
計測

京都大学大学院環境質制御研究センター田中 宏明

用水・排水処理技術、有機性廃棄物有効利用
技術の研究開発ほか

㈱荏原製作所 水環境開発センター鈴木 隆幸

専 門 分 野所 属氏 名

 

 

グループの構成（３）
3) 自然への影響：

地球規模の環境問題（気候変動、地球温暖化、オゾンホール、

エアロゾル、水資源変調）、地域的環境問題（大気・流域・湖沼・
海域、土壌の汚染）、生態系環境問題（森林破壊、砂漠化、生物
の多様性喪失）等、人間生活・活動（工業・農業・林業・漁業を含
む）が自然環境に与える影響の観点から

○構成メンバー （敬称略）

リモートセンシング、環境計測、環境モデリン
グ、画像計測

東京大学 都市基盤安全工学国際研究 セ

ンター

安岡 善文

（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）

社会基盤工学（土木工学）東京大学空間情報科学研究センター柴崎 亮介

植物生態学、群集生態学、生態系生態学北海道大学大学院地球環境科学研究科甲山 隆司

生物環境情報工学、農業工学、植物科学、
地球環境科学、生体画像計測、リモートセン
シング、陸域生態系モデリングほか

東京大学大学院農学生命科学研究科大政 謙次

海洋生態学、海洋情報学、海洋物理長崎大学水産学部石坂 丞二

地球大気化学、対流圏オゾン、大気汚染と地
球環境

地球フロンティア研究システム／海洋科学
技術センター

秋元 肇

専 門 分 野所 属氏 名

   

グループの構成（４）
4) 国としての環境への取り組み ：

環境についての国民意識の向上、循環型社会への転換と国
民の合意形成、環境対応型産業への取り組み、諸政策（食料・
エネルギー・資源政策、公共事業・都市開発、規制・税制等）と
の調和・整合性、研究開発の進め方、国際協調・支援等、環境
問題に対する国としての取り組みについて考える。

○構成メンバー （敬称略）

環境倫理学、倫理学原理、応用倫理学、哲学
（ヘーゲル哲学）、思想史

鳥取環境大学加藤 尚武

（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）

環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ、化学工学株式会社日立製作所 研究開発本部横山 宏

エコデザイン学（Ecomaterial, Ecodesign, 
LCA）、人工格子、計算材料科学

東京大学国際・産学共同研究センター山本 良一

産業公害、地球温暖化問題、CO２削減地域振興整備公団山口 務

無機材料設計、環境材料科学、環境総合指
標ほか

国際連合大学安井 至

化学工学、燃焼工学、環境工学東京大学大学院化学システム工学科定方 正毅

環境マネジメントトヨタ自動車株式会社 環境部笹之内 雅幸

専 門 分 野所 属氏 名
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今後の環境問題（研究の観点より）今後の環境問題（研究の観点より）

現在すでに顕在化しているもの

水面下の問題

人間を中心に考える

基礎研究に注目する 創造力と想像力

Mission driven と Curiosity driven－多様性が重要

   

容量型の環境問題容量型の環境問題

典型は地球温暖化

予測の信頼性をあげる必要

ネックは

機 構

条 件 人口の将来予測

社会（生産・消費）活動のあり方

地球科学的解明

 
 

水俣病

イタイイタイ病

DDT

ダイオキシンなど

汚染型の環境問題（Ⅰ）汚染型の環境問題（Ⅰ）

経験（歴史）に学び対処の仕方は賢明になりつつある

POPs規制

PRTR
既知の汚染物質の監視・管理

水面下の問題はどうするか

新規物質：輪廻の影響を徹底して追及する必要

混合物質：異性体、（相）当量、指標

(人工）化学物質による汚染

   

汚染型の環境問題（Ⅱ）汚染型の環境問題（Ⅱ）

物質以外の汚染

５感にあたえる影響

総合した問題 脳・神経系

視覚（光、風景etc.）

聴覚（音、雑音etc.）

触覚（？）

（味覚、嗅覚、・・・物質）
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③黒田洋一郎(東京都医学研究機構)；「人間への影響」 

人間への影響人間への影響

科学技術未来戦略ワークショップ

（環境分野）
東京都医学研究機構

黒田 洋一郎

   2

持続可能な社会の維持持続可能な社会の維持

�人間（ヒト）の絶対的重要性

�一般目標：

�心身の健康の維持>病気・障害を持たない

�今後の日本ではことに：

�高度工業化・情報化社会の持続

�それを担う人材（知的能力・水準）の維持

�１脳の健康・高次機能発達障害を持たない

�２教育システムの重要性

 

3

病気や障害の原因病気や障害の原因
�遺伝因子

単一原因遺伝子・・・遺伝病（患者数少ない）

（多数が解明済み）

遺伝子背景

�環境因子 ・・・環境病〔生活習慣病など〕

化学的環境 （患者数非常に多い）

物理的環境 多因子性、複合性

生物的環境 （原因不明多い>現状では

人間的環境 具体的対策なしに放置

されている）

�例：アルツハイマー病、ADHD

   4

人体影響の考えられている人体影響の考えられている
環境因子の著しい多様性環境因子の著しい多様性

�枚挙困難（水面下が必ずある）

１．化学的環境因子

A 工業用化学物質（ＰＣＢなど）

Ｂ 農薬・殺虫剤（ＤＤＴなど）

Ｃ 排気ガス（粒子状物質など）

Ｄ ごみ焼却物（ダイオキシンなど）

残留性有機汚染物質（Pops）

発ガン性、脳神経毒性、免疫毒性
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5

２．物理的環境因子

A  放射線（宇宙線）

B  電磁界

Ｃ 光線（LED・・）

D  騒音

発ガン性、脳神経毒性

３．生物的環境因子

A  細菌（O157など）

Ｂ ウィルス（AIDS, Sars など）

Ｃ プリオン（BSEなど）

人畜共通感染症

野生生物＞（宿主域突然変異）＞ヒト
   6

“見逃さない”“見逃さない”ためにはまずためにはまず
リスク評価用実験系の確立リスク評価用実験系の確立
１．化学物質（数千から数万種）の

スクリーニング用実験系の確立

A 毒性のパターンとその分子メカニズムに注目

環境ホルモン＞遺伝子発現への影響

B 環境中での安定性、生体内濃縮性に注目

残留性有機汚染物質（Pops)>グローバル汚染・食物
連鎖

２．物理、生物的因子もリスク評価用実験系の確立が
必要

 

 

7

““見逃さない見逃さない”ためには”ためには最近最近
増えている（と考えられる）増えている（と考えられる）

原因不明の病気や障害（現象）を原因不明の病気や障害（現象）を
”放置し”放置しなない”い”

１．子ども（若者）の行動異常

学習障害（LD)
注意欠陥多動性障害（ADHD）

高機能自閉症

不妊（気が付かない流産）＞少子化

子育て拒否、児童虐待

２．若年性痴呆
   8

疫学の重要性と限界疫学の重要性と限界
重要性

１．本当に増えているか？

２．危険因子の検出

＞避けることによる予防

＞原因解明の手がかり

限界

１．患者、障害者が解析可能なほど増えないと研究できな
い。

事前の予防にはならない

予知には動物実験の方が重要

２．検出力を高めるには、調査数の大きさ

（時間・労力コストがかかる）と優れたプロトコールが必
要

過去、全く正反対の結果が対立するデータが多い、
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9

時間経過の問題時間経過の問題
１．晩発毒性の潜伏期（数年から数十年）

２．晩発毒性は原因が分かりにくいために

一般に解明に時間がかかるだけでなく、

対策の効果がでるにも時間がかかる

�過去の実例

１９５０年代：タバコ・肺ガンの疫学的相関

タバコ煙成分の発ガン性の実験的証明

禁煙運動の普及

１９９０年代：肺ガン罹患率の低下、徐々に始まる

   10

病気、障害の回復の可逆性の問題病気、障害の回復の可逆性の問題

�ガンの可逆性

�脳の機能発達障害

一般に可逆性低い

取り返しがつかない。

 

 

11

脳神経系の病気や障害（ことに子ど脳神経系の病気や障害（ことに子ど
もの行動異常、脳の機能発達障害）もの行動異常、脳の機能発達障害）
問題の五重苦問題の五重苦

１．ヒト脳は超複雑系で実験的な解析に手間（コスト、時
間など）がかかる。（脳神経科学は最近になって発展
し始めた段階）

２．そのためリスク評価系もほとんどなかった。

３．潜伏期が一般に長い。

ＬＤ、ADHD: 学齢期で判明

（若年性）痴呆：４０歳ごろから判明

４．回復の可逆性が低い。

５．増加による社会的影響が大きい。
   12

リスク評価用の新しい実験系のリスク評価用の新しい実験系の
開発、整備、確立開発、整備、確立

�脳神経系の障害（ことに機能発達障害）研究

（ＣＲＥＳＴ）での例

１．遺伝子発現への影響（トキシコジェノミックス）

次世代DNAマイクロアレイ：シナプトアレイ

＞より進化した“ニューロジェノミック”アレイ開発へ

DNAマイクロアレイは原理的に

ガンなどあらゆる病気や障害の研究、

創薬研究、発生・発達・再生などバイオ研究に

“網羅性”を持ち込む強力な技術
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13

２．行動への影響（Behavioral Teratology)
学習・知能

対人・対社会行動

性・生殖・母子行動など

従来のマウス、ラットだけでは限界

A.ヒトにDNAレベルでも近い

サル（霊長類）を使った行動実験の開発

B .コンピュータによる行動解析装置（キネクラス
ター）の開発

アレルギー問題：免疫系への影響
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④酒井伸一(国立環境研究所 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター)；「社会の視点からみた環境研究」 

- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

社会の視点からみた環境研究

国立環境研究所

循環型社会形成推進・廃棄物研究センター

酒井伸一

科学技術未来戦略ワークショップ（環境分野）040123-24

   
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

１．社会と環境
1. 対象とする社会活動、社会影響の例
2. 戦略ワークショップ社会グループでの議論

２.  循環型社会形成との接点での環境研究例
1. 震災廃棄物と循環資源・廃棄物の社会蓄積

2. アジア地域の物質フロー研究
3.  廃ＰＣＢ保管と処理促進の比較研究

３. 社会の視点からみた論点
1. 対策の階層性と統合問題、政策手法とシナリオ分析
2. 地域の捉え方－ローカル、日本、アジア、グローバル
3. ヒトと環境への影響、予防原則とリスク評価

４.  最近の循環型社会研究（Ｇ討議にて）

社会の視点からみた環境研究
酒井伸一

 
 

- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

１．社会と環境

環境戦略ワークショップ（社会の視点からみた環境研究）

   
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

「社会生活への影響（攪乱と緩和・改善）」についての基本的考え
方は、事務局案では「人口の増大と集中によって生じる水・食
料問題、エネルギー・資源問題、ゴミ問題、都市問題（ヒート
アイランド、都市洪水等）、光化学スモッグ、酸性雨など

どのような攪乱が生じる可能性があるのか（現象把握・予測）、ど
のような緩和・改善方策があり、何がどの程度有効であるの
か（対策モデル・効果予測）を総合的に考えること

「社会生活への影響」という視点のみではなく、「社会生活の影響
」にあるとする見方も含めて、研究戦略を議論

１．社会と環境
対象とする社会活動、社会影響の例
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- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

１．都市環境の立場から
花木啓祐（東京大学教授・都市環境工学）

２．水環境の立場から
田中宏明（京都大学教授・環境質制御工学、水環境）

３．環境経済の立場から
新澤秀則（神戸商科大学教授・環境経済学、地球環境）

４．環境技術開発の立場から
鈴木孝幸（㈱荏原製作所環境エンジニアリング事業本部

部長、環境技術開発）

５．循環型社会・廃棄物対策の立場から
酒井伸一（国立環境研究所、環境工学）

１．社会と環境
戦略ワークショップ社会研究グループでの議論

   
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

循環型社会形成との接点での環境研究例

1.震災廃棄物と循環資源・廃棄物の
社会蓄積

環境戦略ワークショップ（社会の視点からみた環境研究）

 

 

- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

Earthquake Waste - 1

The Great Hanshin Earthquake occurred on 
January 17, 1995.
More than 5,000 people lost their lives and the 
economy was heavily damaged.

One of the problems, caused by disasters, is the 
management of the waste discharged from the 
demolishing of collapsed houses and building.
This is related to the problem of waste 
accumulated in society.

   
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

Earthquake Waste - 2
Total disaster waste in Hanshin, 1995:

18.5 mio tons
In detail,

- Waste from housing and building: 13 mio tons 

- Waste from infrastructure - roads and

public housing: 5.5 mio tons 

Waste generation units

- Wooden architectures: 0.2 tons/m2

(the lowest unit)
- Reinforced concrete: 1.4 tons/m3

(the highest unit)
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- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

Earthquake Waste - 3
The waste generation amount per building area was 1.0 
ton/m2.

A house of 100 m2 discharges waste of 100 tons.

Discharged MSW : 1 kg/capita-day
Annual amount of MSW from a 3-member household: 1 
ton/y

The amount of waste incurred by earthquake is 
equivalent to the amount of MSW generated over a period of 
100 years.

   

Development of assessment tools and information basis for supporting the 
transformation to a sustainable material cycling society

Material Balance in Japan

Under elaborating material flows in waste 
management and recycling sectors (by 
types and sources of  industrial wastes)

First contribution to “White Paper on 
the Recycling-based Society”

Investigation of flow and stock of 
materials related to durables (under 
study by MOE waste management 
research grants)

International collaboration 
on Material Flow Analysis

Contribution to the development of 
indicators in OECD’s WG on Waste 
Prevention and Recycling

Main subjects

・Input-output analysis
・Material Flow Analysis
・Life Cycle Assessment
・Diagnosis on a regional 
material cycle system
・Safety assessment of 
recycling products

Approx.2.2 
billion tons

Landfill 81

Exports 95

EmissionsWaste 
incineration

ＣＯ2

1280

Water 440
Oxygen for 
combustion

Fossil fuels (excl. feedstock)

Digestion of food &feed 130

Imports
747

Domestic 
extraction
1247

Industrial wastes 394

Gross 
additions to 
stock

approx.1200

Recycle 155

1995 Unit：million tons

Resource 
Inputs

Infrastructure, buildings, 
consumer durables, etc.

Carbon

Net Additions to Stock

Municipal wastes 51 Water separated from solid wastes

Hydrogen

Moriguchi et. al.: World  
Resources Institute, 1997  

 

- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

循環型社会形成の接点からみた研究例

2.アジア地域の物質フロー研究

環境戦略ワークショップ（社会の視点からみた環境研究）

   
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

Research Project
“Structural analysis of material cycles and 

waste management in Asia”

• Main objectives are:
1. To make clear the structures of material cycles; and
2. To clarify and to prevent the environmental pollution in 
the material cycle processes in Asia. 

• Topic
– Material Cycles in Asia

• Plastics
• End-of-life home appliances, PC (E-waste)
• End-of-life vehicles

– Waste Management (Statistical and legislative information, 
landfill site issues)

• Term
– FY2002-2004(scheduled)

• Representative
– Dr. Terazono (NIES)

 



 20

Export from Japan

Plastic waste export from Japan
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Steel scrap export from Japan
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Waste paper export
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Terazono, 2nd Workshop on Material Cycles 
& Waste Management in Asia (2003)

   

Importing plastic waste in China (2001)
unit: thousand ton

1593.5211.1142.5280.4Total

79.8Others1.6Others1.2Others7.3Others

15.1Brazil0.4Greece1.3Philippines4.1Netherlands10

16.4Canada1.3Germany1.8Singapore4.6France9

16.4Mexico2.1Netherlands4.5Netherlands5.9Canada8

23.5Germany2.3Korea5.2Korea8.3Korea7

24.8Belgium2.5Canada8.5Canada18.1Belgium6

35.3Korea4.8Belgium10.2Malaysia19.4Taiwan5

75.2Taiwan11.1Taiwan11.1USA33.5Germany4

133.5Japan25.0Japan14.9Taiwan38.4Japan3

293.1USA42.3USA29.3Japan65.7USA2

880.4Hong Kong117.7Hong Kong53.5Hong Kong75.1Hong Kong1

Other plasticsPVCPSPE

Terazono, 2nd Workshop on Material Cycles & 
Waste Management in Asia (2003)  

 

- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

循環型社会形成の接点からみた研究例

3.廃ＰＣＢ保管と処理促進の比
較研究

環境戦略ワークショップ（社会の視点からみた環境研究）

   
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

廃PCB研究の背景
• PCB問題の経緯

– 1968年：カネミ油症事件
– 1972年：PCB生産停止。PCB廃棄物→保管
– 1992年：厚生省調査：高圧トランス・コンデンサの約7%が不明・紛失
– 2001年：PCB特別措置法（2016年までにPCB廃棄物を処理完了）
– 2001年：北九州PCB処理事業の実施計画認可
– 2003年：「PCB廃棄物処理基本計画」策定

• PCB廃棄物の処理促進vs保管継続のリスク比較
– PCB混入機器等処理推進調査検討委員会 (1997): 

「PCB処理の推進について」
– 平井・酒井・高月(2003):「PCB処理促進によるリスク削減効果の検討」環

境化学, 13(1) 103-115

• PCB廃棄物処理事業の費用効率性の評価
– PCB廃棄物の処理費用：数千億円の見込み 一部公費を投入

→行政機関政策評価法に基づく検討
– PCB廃棄物処理事業評価検討会 (2003):「中間とりまとめ」
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- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

PCB処理促進と保管継続のリスク比較

• PCB保管継続とPCB処理促進とのリスク比較

• 特に以下の３点に留意。

– 保管継続時のPCB放出量推定値の不確実性を減らす。

– 摂取量を基準としてリスクを比較する。

– 処理施設周辺・日本国内・国外の３地域別に評価する。

   
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -
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促
進

施設周辺 国内 国外

大気進入を仮定

[14 ton/year]

水系進入を仮定

[14 ton/year]

土壌進入を仮定

[140 ton/year]

手法A

手法B

手法C

個人曝露量の推定結果

• 保管継続時の個人曝露上限：

1～10 pg-TEQ/人・日

• 処理促進時の個人曝露量：

0.04～0.3 pg-TEQ/人・日

• TDI相当量：

200pg-TEQ/人・日

平井康宏他，環境化学，13[1]，
103-115（2003）

 
 

- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

残留性有機汚染物質（POPs）条約

２００１年５月ストックホルムにて成立

対象物質：12種類のPOPs

(Persistent Organic Pollutants)

クロルデン、DDT、トキサフェン、
ヘキサクロロベンゼン、PCB、
アルドリン、ディルドリン、エンドリン、
ヘプタクロル、マイレックス、
ダイオキシン類、ジベンゾフラン類

   
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

残留性有機汚染物質（POPs）条約
における具体的な規制方法

1. 意図的な生産に対しては製造・使用を禁止
2. 使用の継続を必要とする時には、物質ごとに使用目的、

使用期間を特定した上で使用を認める
3. 非意図的副生成される物質に対しては、 インベント

リー作成
4. 国別の年間排出量の削減に技術的に利用できる最善

技術・排出基準の設定
5. ＰＣＢは2025年までに使用廃絶、2028年までに環境上

適正な廃棄物管理
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- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

1.対策の階層性と統合問題、政策手
法とシナリオ分析

2.地域の捉え方－ローカル、日本、ア
ジア、グローバル

3.ヒトと環境への影響、予防原則とリ
スク評価

社会の視点からみた論点

環境戦略ワークショップ（社会の視点からみた環境研究）

   
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

物質循環・廃棄物処理過程における
ケミカルリスク対策としての階層性

－クリーン・サイクル・コントロール概念

－有害性のある化学物質の使用は回避（クリーン）

し、適切な代替物質がなく、使用の効用に期待し

なければならないときは循環（サイクル）を使用

の原則とし、環境との接点における排出を極力

抑制し、過去の使用に伴う廃棄物は極力分解、

安定化するという制御概念（コントロール）で対処

するとの考え方

 

 
循環型社会形成と化学物質のクリーン・サイクル・コントロール

クリーン・サイクル・コントロール原則（３C’s原則）

化学物質の
クリーンサイクルコントロール

循環型社会形成

生命系・地球系の保全と持続的発展

環境情報

汚染回避

環境モニタリング

再使用

マテリアルリサイクル

サーマルリサイクル

分解

分離/回収 排出制御

安定化/固化

ゼロエミッション

環境技術（コントロール）リサイクルシステム（サイクル）グリーン型産業（クリーン）

廃棄・有害性回避
（アトムエコノミー）

省エネ・省資源

生分解

グリーンケミストリー

グリーン産業３

グリーン産業２

農林水産 素材産業 住宅建設 加工産業
輸送・エネルギー 廃棄物処理

物質循環と環境保全のための科学

サステイナブルケミストリー

……

……

大気・水環境の保全技術ライフサイクルマネジメントマテリアルフロー勘定予防原則リスクアセスメント

……

……

酒井他:循環型社会 科学と政策,有斐閣(2000)
   

LCA MFA

SFA

IO分析

一般均衡
モデル

物量IO表

経済学

Cleaner 
Production

LCM

EIP

地域循環

EPI

法制度
BAT

狭義の環境科学 数理的手法

政策科学

社
会
学

リスク評価

経営・R&D

DfE、DfR、DfD
ｴｺﾃﾞｻﾞｲﾝ

関連研究分野、手法のポジション

意識調
査・行動
分析

EPR

Green 
Chemistry

運命予測モデル

排出ｲ
ﾝﾍﾞﾝﾄﾘ

合意形成
手法

環境の貨幣
価値評価

環境勘定

持続可能な生産・消費

工
学

ISIE

SETAC
SEEPS

ES&T
SES

技術評価

森口祐一, NIES (2003)  
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- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

水系

底質

自然 
土壌

農業 
土壌

工業 
土壌

大気

地下水

地域モデル

熱
帯

極
地

広域

地球規模

局地

地球規模入れ子型モデル

定常状態

時間

濃度

100年

地域スケールと時間スケールの問題

   
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

Mass production, mass 
consumption, mass waste

Resources or new products with 
low price

Recycled materials with high price

Recycling/
Reuse

Export of end-of-
life products and 
waste (secondary 

resources)

Market

Recycling 
in Asia

Material Flow in Asian Region

 
 

- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

Export flow of plastics from Japan

1997                           2002
Terazono, 2nd Workshop on Material 
Cycles & Waste Management in Asia 
(2003)

   
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

予防原則の概念(EU,2000)

○予防原則は、科学的な根拠が不十分であったり、確定的

でなかったり、不確実であったりする場合、環境、人、動

物、植物の健康に与える潜在的な危害がEUの高い保護

水準に合致しないかもしれないという懸念が、予備的な

科学的評価によって合理的根拠があると示唆された場

合に適用される。

○予防原則は3つの要素（リスクアセスメント、リスクマネジ

メント、リスクコミュニケーション）からなるリスク解析への

積極的アプローチの中で考えられるべきであり、特にリ

スクマネジメントに関連している。

Communication from the Commission on the 
precautionary principle(2000.2.2)- 予防原則に関する（Ｅ
Ｕ）委員会通達 －
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- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

ＥＵの予防原則適用ガイドライン
①Proportionality（比例性,潜在的リスクに応じた予防的措置の比例性）

選択された保護水準に過不足なく対応していること

②Non-discrimination（無差別性,予防的措置の非差別性）

適用に際して差別的でないこと

③Consistency（一貫性,予防原則と既存規制の一貫性)

過去に採用された同様の対策と矛盾しないこと

④Examination of the benefits and costs of action and lack of action
（行動の有無による費用と効果の検討,コストベネフィットの試算 ）

短期および長期の行動をとった場合と、とらない場について全てのコストを比較
しなければならないこと

⑤Examination of scientific developments（科学的発展の検証,科学的専門

的技術の利用 ）

科学の進歩に照らし定期的に検証され、必要ならば改訂されるべき

⑥The burden of proof（証明責任の賦課, 立証責任の移行）

より包括的なリスクアセスメントのために必要な科学的証拠を生み出す責任を
割り当てること Communication from the Commission on the 

precautionary principle(2000.2.2)- 予防原則に関する（Ｅ
Ｕ）委員会通達 －

   
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, NIES -

予防原則を巡る会議と議論の動き
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⑤安岡善文(東京大学生産技術研究所)；「講演概要（自然への影響）」 

講演概要（自然への影響）

環境問題は、基本的には、人間の活動、特に生産活動に由来する
問題である。地球上の変動は、この人間活動に由来する変動と、地
球システムが持つ地球科学的な変動からなる。環境問題の“自然へ
の影響”を評価することは、人間活動が大気圏、水圏、陸圏および
生態圏に起こす変動とその影響、さらに上記の４圏に引き起こされ
た変動が逆に人間社会に及ぼす影響を評価することに他ならない。

「自然への影響」グループでは、人間の活動から発して大気圏、
水圏、陸圏および生態圏に至り、さらに人間社会に戻る影響の経路
とその過程を明らかにし、その質と量を評価することにより、環境
問題、特に、今後問題になることが危惧される環境問題について、
問題の発掘、定義、解決方策の検討を行い、必要とされる研究戦略
を構築する。

東京大学 生産技術研究所
安岡善文

   

環境問題とは？

# 人間活動（生産）によって引き起こされたものである

# 自然現象の上に付加（負荷）されたものである

自然への影響の評価には、

＠ 人間の生産活動が大気圏、水圏、陸圏、生態系に及ぼす影響

＠ 上記の４圏の中での相互作用

＠ さらに、そこからの人間へのフィードバック影響

の経路、過程を調べ、影響の質と量を評価する必要がある。

 
 

大気 海洋

生態系

陸域

自然状態

   

生態系

大気 海洋

人間

陸域

人間活動の影響の経路
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自然と人間との相互作用

大気圏

水圏

人間 利用･廃棄 自然への負荷 人間・社会

（生産活動） 陸圏

生態圏

資源枯渇

地表面改変 自然への負荷

資源枯渇

地表面改変 自然への負荷

資源

エネル
ギー

   

どうすべきか－日本の環境ビジョンは

☆ 人間・社会への負の影響の軽減

☆ 自然への負荷の軽減

＠ 利用の制限、廃棄の削減

＠ 地表面改変の最小化

科学技術の役割（我慢だけでは無理）

（新たな旗印）

 
 

環境分野における重点課題 – 総合科学技術会議

☆ 地球温暖化研究

☆ ゴミゼロ型・資源循環型技術研究

☆ 自然共生型流域圏・都市再生技術研究

☆ 化学物質リスク総合管理技術研究

☆ 地球規模水循環変動研究

☆ 環境分野の知的研究基盤

☆ 先導的研究の推進

「第二次科学技術基本計画、分野別推進戦略」より

   

環境分野における重点課題 – 環境省

☆ 地球環境問題解決のための研究

・ 地球温暖化研究プログラム

☆ 化学物質の総合管理のための研究

・ 化学物質環境リスク評価･管理プログラ

・ ２０世紀の環境上の負の遺産の解消プログラム

☆ 循環型社会を構築するための研究

・ 循環型社会の創造プログラム

・ 循環型社会を支える技術の開発プログラム

☆ 自然共生型社会を構築するための研究

・ 自然共生型流域圏･都市再生プログラム

「環境研究・環境技術開発の重点的・戦略的推進方策について」より
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環境分野における重要問題－科学技術政策研究所

オゾン層破壊、地球温暖化、酸性雨、海洋汚染、熱帯林減少、

砂漠化、共通項目としてモニタリング

大気、水質、騒音・振動、リサイクル、環境リスク、循環社会・
LCA、社会・制度

「第7回技術予測調査」（2000年）環境分野より

   

自然と人間との相互作用

大気圏

水圏

人間 利用･廃棄 自然への負荷 人間・社会

（生産活動） 陸圏

生態圏

資源枯渇

地表面改変 自然への負荷

資源枯渇

地表面改変 自然への負荷

資源

エネル
ギー

 

 

自然：大気圏と人間との相互作用 （秋元委員）

人間 大気への影響 人間・社会

（生産活動） への影響

大気圏、水圏、陸圏、生態圏
との相互作用

   

自然：水圏と人間との相互作用 （石坂委員）

人間 水圏への影響 人間・社会

（生産活動） への影響

大気圏、水圏、陸圏、生態圏
との相互作用
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自然：陸圏と人間との相互作用 （柴崎委員）

人間 陸圏への影響 人間・社会

（生産活動） （土地利用） への影響

大気圏、水圏、陸圏、生態圏
との相互作用

   

自然：生態圏と人間との相互作用 （甲山委員）

人間 生態圏への影響 人間・社会

（生産活動） （自然） への影響

大気圏、水圏、陸圏、生態圏
との相互作用

 

 

自然：生態圏と人間との相互作用 （大政委員）

人間 生態圏への影響 人間・社会

（生産活動） （農林） への影響

大気圏、水圏、陸圏、生態圏
との相互作用

   

Workshop のにおける議論のポイント

１．これまでの環境問題と研究課題の整理

前記の相互作用を各分野（大気圏、水圏、陸圏、生態圏）に

整理

２．新たな問題の抽出と考えられる研究課題

21世紀に想定される新たな環境問題
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Workshop における議論のポイント

３．環境研究の推進に必要な多様な軸の抽出

＠基礎研究から応用、実用化研究に向けて産官学連携・分業

体制の確立

＠初等教育から高等教育・研究までの教育・研究システムの

構築

＠観測からモデル化、評価、対策までの end-to-end  フローの

確立

＠地域から国、大陸そして地球のスケールアップ、スケール

ダウンシステムの構築

   

Workshop のにおける議論のポイント

４．問題解決のための方策の検討

＠縦型科学技術から横断型科学技術への展開

＠人材育成方策の再検討

＠国際協力推進方策の再検討

＠産官学連携方策の再検討

＠住民参加、研究と社会の接点、・・・

など

 
 

Workshop における議論のポイント

５．環境を取り巻くインターフェース（環境）の検討

＠エネルギー、資源

＠人口

＠政治・経済

＠社会 など

６．複合問題

環境と

情報（IT）、ライフサイエンス、ナノテクノロジー

   

分担

大気圏の影響 ・・・ 秋元委員

水圏の影響 ・・・ 石坂委員

陸圏の影響 ・・・ 柴崎委員

（土地被覆・利用）

生態圏の影響 ・・・ 甲山委員

（自然生態）

生態圏の影響 ・・・ 大政委員

（農業生態）

取りまとめ ・・・ 安岡主査、全員
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⑥加藤尚武(鳥取環境大学)「科学技術未来戦略」 

科学技術未来戦略

国としての環境への取り組み

加藤尚武

   

１、主権者の任務ーアダム・
スミス

• 一、その社会を他の独立諸社会の暴力と侵略
から守る任務、二、その社会のそれぞれの成
員を他のそれぞれの成員の不正と抑圧から守
る任務、司法制度、三、大きな社会にとって
は費用を償ってあまりある利潤をあげること
がしばしばあっても、個人にとってはそのよ
うな利潤をあげることができないために、そ
れを建設し維持することが個人の利益になり
えないような、ある種の公共事業とある種の
公共施設を建設し維持する任務。

 
 

２、政府の任務・ＪＳミル

• 人類または将来の世代の一般的利益の
ために、あるいは外部からの助けを必
要とする社会の成員の現在の利益のた
めに、ある事柄がなされることが望ま
しいが、しかし、それが個人または団
体がそれを行なっても報酬を得ること
がないような性質のものであるばあい
には、それが何であれ政府が行なうの
が適切である。「経済学原理」

   

３、非枯渇型資源

• ある種の自然要因はその数量に限りがあり、
他のものは事実上無限である。およそ自然力
の中には、その分量に限りにないものもあれ
ば、また限りのあるものもある。＜分量に限
りなし＞といっても、もちろん文字どおりの
意味ではなくて、実際上無制限という意味で
ある。すなわち、いかなる事情において使用
される分量よりも、または少なくとも今日の
事情において使用される分量よりも大きい分
量のことである。ミル「経済学原理」
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４、成長からの自覚的脱却

• もしも地球に対しその楽しさの大部分
を与えているもろもろの事物を、富と
人口との無制限な増加がことごとく取
り除いてしまわなければならないとす
れば、私は後世の人のために切望する。
彼等が必要に強いられて停止状態には
いるはるかまえに、自ら好んで停止状
態にはいることを。ミル「経済学原
理」

   

５、ミルの予測

• 資源が「事実上無限」として扱いうる
内は、市場経済の調整能力が発揮され
ているが、「事実上有限」となったと
きには、政府の長期的な政策にもとづ
いて「停止状態」を実現しなくては成
らない。

 
 

６、非市場的、選択と配分

• 先進資本主義国の多くで、政府および
政府関連部門による支出がＧＮＰの半
分近く、あるいは半分以上を占めるよ
うになった。換言すれば、国民の生産、
消費活動の半分は価格によらない、す
なわち非市場的方法で、選択と配分が
行われている。柴田弘文、愛子『公共
経済学』

   

７、予防precautionality原則
（予見の義務）

• a開放生態系に出た汚染物質は回収不可
能

• b一回的で破滅的（Valdez原則）
• c反復を防ぐ→事後的なsanctionの無効性
（経過責任）

• 国家には予防の義務がある。因果性は
必ずしも判明ではない。資源の枯渇、
環境の劣化、生物種の絶滅という生存
権の縮小から未来世代を守る
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８、創造的破壊

• 資本主義の現実において重要なのは、新商品、
新技術、新供給源泉、新組織型（たとえば支
配単位の巨大規模化）からくる競争である。
現存企業の利潤や生産量の多少をゆるがすと
いう程度のものではなく、その基礎や生存自
体をゆるがす。これは結局、完全競争ときわ
めて類似した行動を強要する。シュンペータ
「資本主義・社会主義・民主主義」1942）

   

９、THE RIO DECLARATION 
(1992)

• 人類は持続可能な開発に対する関心の
中心にある。Human beings are at the 
centre of concerns for sustainable 
development. 

• 人類は自然と調和して 健康で生産的
な生活を送る権利がある。They are 
entitled to a healthy and productive life in 
harmony with nature.

 

 

１０、THE RIO 
DECLARATION ３

• 開発の権利は、現在および将来の世代
の開発と環境での必要性を公平に満た
すよう行使されなければならない。

• The right to development must be fulfilled 
so as to equitably meet developmental and 
environmental needs of present and future 
generations.[第三原則]

   

１１、補完的循環経済

• 生産・供給・流通という動脈の流れと、
回収・再利用化・廃棄という静脈の流
れとが、別々の企業体によって維持さ
れ、全体として補完的な構造になって
いる。 ３Ｒ（reduce,reuse,recycle）
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１２、完全循環経済

• 生産・供給者は、流通と消費の過程
を経てきた、生産物を回収し、再利用
化・廃棄する責任を負う。動脈の流れ
と静脈の流れとが、同一の企業体に
よって維持され、個別的な製品として
循環的な構造になっている

   

１３、拡大された製造者責任

• １、生産者に回収責任
• ２、すべての物流の情報管理
• ３、循環経済と情報社会の結合

 

 

１４、大量見込み生産から小
量注文生産へ

• 「大量生産、大量消費、大量廃棄」と
呼ばれる生産・流通・消費・廃棄の過
程で、消費されて摩耗して廃棄される
のではない。見込み違いで売れ残って、
他の商品に対抗できずに「時代遅れ」
になって使われないままに廃棄される。

   

１５、Supply Chain
Management

• 原材料の供給者から最終消費者までの
• 全過程の最適化を継続的に行う→ユビ
キタス・コンピュータライジングとの
結合
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１６、持続可能性＝枯渇と累
積の回避

• 短期枯渇型資源から長期枯渇型資源への転換
（メタンハイドレードの開発）や廃棄物の累
積方法の開発（深海底貯留技術の開発）から、
さらに枯渇型資源への依存および廃棄物の累
積そのものから脱却する可能性を追求しなく
てはならない。

• 「太陽熱だけであらゆる廃棄物をつねに自然
還元しつつ維持される工業体系」を最終的に
実現するための技術開発が国家の目標となる。

   

１７、未来世代との資源の奪
い合い

• 枯渇型資源に依存するかぎり、時間軸
を縦にとれば、残された資源を現在世
代と未来世代とで奪い合うことが避け
られない。「未来世代はつねに現在世
代よりも物質的にめぐまれている」と
いう進歩観がなりたたなくなる。時間
軸を横にとれば、先進国と低開発国と
で、資源を奪い合う結果になる。貧富
の国際格差は拡大する。

 

 

１８、「端境期」を乗り切れ
るか

• ミルの言うように「必要に強いられて
停止状態にはいる」ならば、大量の餓
死者が発生する形で、きわめて生産性
の低い「太陽熱だけであらゆる廃棄物
をつねに自然還元しつつ維持される原
始的な生産体系」が、発生するかもし
れない。

   

１９、ローマクラブの予測

• 世界の富をより平等に分配するための
もっとも大きな障害となる可能性のあ
るのは、人口成長である。・・・もし、
ひとりあたり平均量が生命を維持する
のに不十分ならば、平等な分配は社会
の自滅になる。（「成長の限界」邦訳
１６９頁）
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２０、ローマクラブの要請

• １、突発的で制御不可能な破局を招く
ことがない持続性をもつこと

• ２、すべての人々の基本的な物質的な
要求を充足させる能力をもつこと

• （「成長の限界」邦訳１４２頁）
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参考資料 3：グループ討議での参加者によるプレゼン資料 
①花木啓祐(東京大学)；「都市環境分野の研究課題」 

都市環境分野の研究課題

東京大学

花木啓祐

   
K. Hanaki/ Univ. Tokyo 2

都市環境分野の課題の特徴
1. 現象、対策効果を「場」としてとらえる

ことの重要性

2. 社会・経済的な要素が大

3. 個別対策ではなく統合対策の評価

4. 発展途上国の都市問題と先進国の
都市問題

5. 環境負荷低減とQOL向上

6. 各都市固有の状況と問題

7. 長期的な視点が中心

 
 

K. Hanaki/ Univ. Tokyo 3

都市環境研究のタイプ

A 要素技術の研究

B 都市を場として把握する研究

C 都市計画と関連する研究

D 社会・経済的側面と技術の関連の研究

   
K. Hanaki/ Univ. Tokyo 1

A 要素技術の研究

都市環境問題の解決を意識した要素技術

• 水循環の促進・雨水浸透・流出

• ヒートアイランド対策技術
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K. Hanaki/ Univ. Tokyo 5

B 都市を場として把握する研究(1)

• 都市の温室効果ガス排出削減

業務・家庭部門（建築物）、交通部門は都市の
構造に依存

実際の都市の場での削減対策の評価

課題：コスト評価と対策選択、長期対策、短期対
策混在時の遷移過程、社会・経済変化の効果

    
K. Hanaki/ Univ. Tokyo 6

B 都市を場として把握する研究(2)

• 都市のマテリアルフロー解析

都市間の物流、相互依存性

課題：都市の状態はわかるが、それに対する評
価は？改善策は？将来予測？「持続可能性」
の評価

 

 

K. Hanaki/ Univ. Tokyo 7

B 都市を場として把握する研究(3)

• 都市熱環境の研究

観測による把握

シミュレーション

モデルの精緻化、計算機能力の向上

課題：シミュレーションによる対策効果評価の信
頼性？導入可能な対策とのギャップ

    
K. Hanaki/ Univ. Tokyo 8

B 都市を場として把握する研究(4)
• 発展途上国の都市環境問題

各発展途上国都市でのケーススタディ

衛生問題、水問題、大気環境問題、廃棄物問題

課題：個別問題解決のケーススタディの一般化
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K. Hanaki/ Univ. Tokyo 9

C 都市計画と関連する研究(1)
• 都市交通問題

大気汚染、CO2排出としての環境問題の視点

モデルによる交通予測

交通システム、自動車単体対策が都市大気環
境に与える効果の予測

課題：人のビヘイビアの予測の困難性（対策の
リバウンド効果）、モビリティに対する考え方

     
K. Hanaki/ Univ. Tokyo 10

C 都市計画と関連する研究(2)
• 都市構造の研究

コンパクトシティ

自然環境との共生

 
 

K. Hanaki/ Univ. Tokyo 11

D 社会・経済的側面と技術の関

連の研究
• 都市基盤施設の環境負荷

LCAによる環境負荷の評価

課題：トレードオフの評価

Quality of Life (QOL)の定量評価

環境負荷とリスク評価

    
K. Hanaki/ Univ. Tokyo 12

D 社会・経済的側面と技術の関

連の研究

• 都市情報基盤と環境
情報基盤(IT)整備による環境改善・負荷低減

課題：ITによる負荷価値の増大と環境負荷の変

化（増大？）
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   ②田中宏明(京都大学)；「水環境分野の研究開発の現状と到達点」 

水環境分野の研究開発の現状
と到達点

京都大学大学院工学研究科

独立行政法人土木研究所

田中 宏明

    

水環境分野

• 下水道 第２次下水道技術５カ年計画

• 河川 第２次河川技術５カ年計画

• 水道？

• 海域？

 

 

第２次下水道技術五箇年計画の評価

（１）評価者
第３次下水道技術五箇年計画策定検討委員会（国、大学、自治体、産業界

取り組み状況の把握(H15.10)
（２）取り組み状況の把握

３６技術開発項目について、国、地方公共団体、大学、民間会社等の
取り組み状況を把握するために、国土交通省、独立行政法人土木
研究所、日本下水道事業団、（財）下水道新技術推進機構の平成１
１～１５年度までの対応や発表学術論文等の出版資料を抽出、整理

（３）技術開発項目毎の評価

①実用性

②技術開発の規模

③適用性

の観点から総合的に判断してＡ（高い達成度）～Ｃ（低い達成度）の３段
階で評価

    

主要課題 中課題 技術開発項目
１． 良好な水環

境の創出
① 水環境

1
水環境マスタープラン
策定技術

2
多様な生物が生息す
る水辺をつくる技術

② 水循環
3
水循環マスタープラン
策定技術

4
流域の総合的な汚濁
負荷削減対策技術

5
流域の総合的な水資
源管理技術

２． 安全・安心
で快適なま
ちづくり

③ 浸水対策
6
広域的降水予測情報
システムの開発

7
総合的な浸水対策に
係る技術

④ 都市機能の
高度化 8

地震（都市災害）に強
い下水道を構築する
技術

9
下水道管渠網による
光ファイバーネット
ワークの構築

10
下水道施設の空間活
用技術

11
下水道システム環境
対策技術

12
新しい都市代謝シス
テムの構築

⑤ リスク管理
13

下水道におけるリスク
アセスメント技術

14
化学物質等のデータ
ベースの整備

15
病原性微生物・化学
物質のリスク管理技
術

主要課題 中課題 技術開発項目
４． 効率的な事

業推進
⑧ 建設技術の

効率化 25
高効率小規模処理施
設の開発

26
下水道システムの再
構築技術

27 新素材の活用技術

28
非開削工法の高度化
技術

⑨ 管理技術の
効率化 29

ＧＩＳを利用した施設
台帳の整備

30
快適・省力化管理技
術

31
下水道施設の健全度
診断技術

32 補修・修繕技術

５． アカウンタビ
リティの向
上

⑩ アカウンタ
ビリティ 33

住民理解を深める計
画立案技術

34
下水道整備効果を評
価する技術

⑪ 連携・協力
35

連携施策の総合評価
システムの開発

36
開発途上国を支援す
る適正技術の開発

主要課題 中課題 技術開発項目

３． ⑥ 地球環境保
全・省エネ
ルギー

16
下水道施設から排出
される低位排熱の地
域活用技術

17
自然エネルギーを活
用した下水収集・処理
技術

18
下水処理場消費エネ
ルギーの低減化技術

19
地球温暖化ガスの排
出抑制、活用技術

20 汚泥減量化技術

⑦ リサイクル
21

下水処理水再利用に
適した高度処理技術・
利用技術の開発

22
下水汚泥保有エネル
ギーの高度活用技術

23
下水汚泥有効利用の
ための高付加価値化
技術

24
下水・汚泥からの有
価物質の抽出・生産
技術

省エネル
ギー・リサイ
クル型社会
の形成

第２次下水道技術五箇年計画（Ｈ１１～１５）
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 １ 水環境マスタープラン策定技術 
 

○技術開発の内容 
 ・流域内の良好な水環境を設定するための水環境マスタープラン策定マニュアルの作成 
 ・水量水質だけでなく生態系や地域文化の醸成等望ましい水環境を把握するための調査

方法の開発 
 ・望ましい水環境を評価する手法の開発 
 ・流域に関連する人間を含めた生態系にとって良好な水環境を設定する手法の開発 
 
○５年後の主たる目標 
望ましい水環境を把握するため水環境センサスの調査方法マニュアルを作成。水環境セ

ンサスのデータベース公表のための技術開発を行い、水環境マスタープラン策定技術を開

発。

 

Ｂ

水環境の調査方法およびデータベース構築に関しては手引きもまとまると
ともに、水環境マスタープラン策定の事例もいくつかみられるなど、実際の
現場において取り組まれているものと評価できる。しかしながら、水環境
の評価、水環境保全対策の効率性検討などについては様々な手法がと
られており、今後より総合的手法の開発が望まれる。

    

 
 2 多様な生物が生息する水辺を作る技術 
 

○技術開発の内容 
 ・生態系における汚濁物質挙動の解明 
 ・地域の生態系に対応した下水処理施設の配置 
 ・バイオアッセイやバイオモニタリングによる水環境の評価技術と管理手法の開発 
 ・自然浄化作用を応用した浄化技術の開発 
 ・閉鎖性水域等の公共用水域に放流される下水処理水の水質を高度化する技術の開発 
 ・ＣＯＤ、窒素、リンについて既存技術の改良を含め、より高度な除去法の開発。 
 
○５年後の主たる目標 
 バイオアッセイやバイオモニタリングによる水環境・生物環境評価技術の開発。放流先の生

物のより多様性が生まれる施設計画のマニュアルや放流水質ガイドラインを作成。 

 

Ｂ

手引き書（案）がまとまるとともに、事業主体において生態系に配慮した下
水道整備の動きは進んできているものの、バイオアッセイやバイオモニタ
リングを活用した水環境・生物環境評価技術の開発や放流先の生物のよ
り多様性が生まれる施設計画のマニュアルや放流水質ガイドラインの策
定が望まれる。また、自然浄化作用を応用した浄化技術や高度処理技術
についても引き続き開発を進める必要がある。

 
 

 
 3 水循環マスタープラン策定技術  

 ○技術開発の内容 
  ・流域内の水収支や水質を総合的かつ迅速に調査する手法を開発 
  ・下水道整備と水循環の相互関係を把握する手法を開発 
  ・望ましい水循環を設定する手法を開発 
 
 ○５年後の主たる目標 
  水循環マスタープラン策定マニュアルを作成。 

 

Ｂ

水循環モデルの開発が進められ、下水道の施策と水循環との関係を評価
している事例は増えているが、その普及は今後の課題であり水循環マス
タープラン策定マニュアルの作成が望まれる。また、望ましい水循環を設
定する手法は、構想段階から具体的な技術的事項の設定方法へ今後の
研究が進められていく必要がある。

    

 
 4 流域の総合的な汚濁負荷削減対策技術 
 

 ○技術開発の内容 
  ・ＧＩＳ、リモートセンシング等を活用したノンポイントソース汚濁負荷の計算手法を確立 
  ・面的汚濁負荷を含んだ流域汚濁負荷削減計画の策定手法を開発 
  ・ノンポイントソース及び合流式下水道の汚濁負荷削減技術を検討 
  ・分流式下水道における雨水浸入水の削減技術を開発 
 
○５年後の主たる目標 
 ＧＩＳやリモートセンシングにより、面的汚濁負荷を含む広範囲の汚濁を対象にした流域毎の
データベースを作成。また、このデータベースを活用し、水量・負荷量流出モデルを中心に

流域の効率的な負荷削減計画策定技術を開発。合流式下水道雨天時越流水の処理技術の

確立（消毒装置、ろ過スクリーン等）、および雨水貯留施設の水質対策としての併用利用手

法を開発。 

 

Ａ

合流式下水道の越流水対策に関する技術開発は、この５年間で着実に
進んだものと評価される一方、それ以外の点では革新的な技術開発は見
られないが、基礎的な取り組みは多く見られる。また、新たな法律の制定
もなされ、技術開発の進捗と相まって、制度的な進歩も見られたことか
ら、総合的な評価として高い達成度であると評価できる。
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 5 流域の総合的な水資源管理技術 
 

 ○技術開発の内容 
  ・流域全体を捉えた水量水質、利水排水方法を河川部局と連携して総合的に検討 
  ・流域単位の下水処理水の一体的管理手法の検討 
  ・下水処理水及び雨水の都市内の水資源として活用するための技術開発 
  ・リスク評価に基づく下水処理水及び雨水の再利用基準の提案 
  ・都市内の水と緑のネットワーク形成を図る管理技術の開発 
  ・雨水等の地下水涵養技術の開発 
  ・ヒートアイランド現象緩和技術の開発 
 
○５年後の主たる目標 
 下水処理水・雨水を都市内水源として活用するためのリスク評価に基づく再利用水質基準

の提案。地下水涵養技術、ヒートアイランド現象の緩和技術の開発。 

 

C

水循環の観点については、関係者全員が重要性を認識しながらも具体的
な取り組みが急激には進まない、息の長い技術開発分野である。この５
年間の主たる目標についても、リスク評価については一定の成果が期待
されるものの、他については新たな取り組みがあまり見られず、今後も引
き続き検討が望まれる。

    

 
12 新しい都市代謝システムの構築 
 

○技術開発の内容 
 ・ディスポーザー排水を直接下水道で収集・処理した場合における、下水道施設への影響

及び廃棄物処理を含めた社会全体への影響を解明 
 ・ビルピットを廃止した場合における、下水道施設への影響及び廃棄物処理を含めた社会

全体への影響を解明 
 ・エネルギーや有機資源のリサイクルを含めた効率的な都市代謝システムを構築 
 
○５年後の主たる目標 
 ディスポーザーやビルピット使用を考慮し、受け入れ条件や必要な整備対策を盛り込んだ
下水道システムのマニュアルを作成。 

 

Ｂ

ビルピットを廃止した場合の影響は研究がまったくなされていず、効率
的な都市代謝システムの構築については、まだ机上の検討が行われて
いるに過ぎない段階である。しかし、ディスポーザー排水を直接下水道で
収集・処理した場合の影響については、実施設を対象とした実証的な影
響調査が始まったこともあり、総合的な達成度として一定の評価が与えら
れる

 
 

 
13 下水道におけるリスクアセスメント技術 
 

○技術開発の内容 
 病原性微生物および化学物質について 
 ・下水道における実態把握および管理手法を確立し、水系リスクマネジメントのための下水

道システムの在り方を検討。 
 ・下水道を経由して環境中に放出されるリスクを適切なレベルに制御するリスクアセスメント

技術の開発。 
 ・下水処理および汚泥処理における挙動を把握するとともに、ヒトおよび生態系への暴露量

を検討し、リスクの算出・評価手法を開発。 
 ・水系での挙動を把握するとともに、挙動に与える影響因子の検討。 
 
○５年後の主たる目標 
病原性微生物や有害物質について、発生源から処理場での除去、水系での挙動を表現

できるモデルを開発。ＶＯＣ，ＴＯＸ，重金属などの下水処理施設における挙動モデルを開

発。 

 

Ｂ

下水処理工程における化学物質の挙動予測推定モデルが開発され、ＰＲ
ＴＲでの未規制物質の処理場からの排出係数概算算定を行うことが可能
となり、一定の成果が見られる。今後、ＰＲＴＲ情報の分析や各処理場で
の実態把握が進むにつれ下水道における実際の対応方策について研究
を行う必要があると考えられる。

    

 
14 化学物質等のデータベースの整備 
 

○技術開発の内容 
・化学物質の用量反応等の基礎情報、処理区単位の使用実態や発生量の実態、系外へ

の排出量等の実態調査結果等のデータベース化 
・水系における雨水排水施設の位置や規模等のデータベースを作成 
・化学物質のモニタリングを行うための分析方法やモニターの開発 
・流入水および処理水質や放流水域の水質の評価に関する測定・監視技術の開発 

 
○５年後の主たる目標 
 下水道の水質のモニタリングデータベースのフレームを提案。内分泌攪乱物質を含む未規

制物質や病原性微生物の実態調査や下水道への影響を把握。ＰＲＴＲ法へ対応した有害物

質等のデータベースの作成。モニタリングに必要な測定機器の開発。 
 

Ｂ

下水中や下水処理水を受ける河川水中の病原性微生物や化学物質の
実態に関する調査研究は、遺伝子技術を活用したものやバイオアッセイ、
機器分析など数多くの事例が見受けられ、実態については明らかになっ
てきた。
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16 下水道施設から排出される低位排熱の地域活用技術 
 

○技術開発の内容 
 ・コジェネレーション等の下水熱回収設備およびそのシステムの構築など下水熱利用計画手

法を整備 
  ・サーモテクノロジーを導入した下水道管渠技術および長距離熱移送技術を検討 
  ・冷却水などの低位廃熱エネルギーを効率よく回収し周辺地域の冷暖房などに活用する計
画手法およびその技術を開発 

  ・融雪の熱源として下水熱の有効利用を図る省エネルギー融雪技術マニュアルを整備 
 
○５年後の主たる目標 
  融雪など地域特性に応じた下水熱の回収設備・システムの指導および下水熱利用手法のマ
ニュアルを作成。 

 

Ｂ

　下水道施設から排出される低位排熱の地域活用については、マニュア
ル等は作成されなかったが、融雪を目的とした下水熱の利用が進むな
ど、この５年間の主たる目標の観点からは一定の進捗が見られたと評価
できる。

    

 
15 病原性微生物・化学物質のリスク管理技術 
 

 ○技術開発の内容 
  ・病原微生物の除去技術の開発 
  ・発生源を考慮した病原微生物のリスク管理技術の開発 
  ・病原微生物に関する適切な指標の検討 
  ・化学物質を除去・無害化する制御手法の検討 
  ・化学物質について、下水処理場への流入負荷の低減及び除害処理技術の開発 
 
○５年後の主たる目標 
 内分泌攪乱物質を含む未規制化学物質や病原性微生物の下水処理水、大気、汚泥中の

残留濃度を低減する処理技術を検討。水域の水質目的にあった処理水質のガイドラインを

作成。下水の消毒技術として処理区域での対策、水系管理方法について体系化。

 

Ａ

　病原微生物や化学物質の除去技術については、更なる技術開発が望
まれつつも、この５年間で着実な技術の進展が見られる。また、病原微生
物や化学物質のリスク管理技術やリスク管理の観点からの水質基準の
作成等については、マニュアルや指針等が作成されるなど、必ずしも十分
とは言えないまでも積極的な取り組みが見られ、高い達成度が得られて
いると評価できる。

 

 
 
18 下水処理場消費エネルギーの低減化技術 
 

 ○技術開発の内容 
  ・処理装置の効率化 
  ・施設の運転手法の検討 
  ・処理プロセスの評価及び改良 
  ・LCA手法の開発を含めた下水処理場全体でのシステム的検討 
 
○５年後の主たる目標 
 下水処理システムの消費エネルギー低減化技術を開発し、エネルギー消費量と処理水質

の再現モデルを作成。 
 

Ａ

エネルギー消費低減の評価手法であるLCA手法の開発については十分
に成果が出ているとは言えず、今後の取り組みが期待されるところである
が、エネルギー消費低減の観点からの処理装置の効率化、運転手法の
検討及び処理プロセスの評価に関する研究については、この５年間で着
実な進展が見られ、高い達成度を得ていると評価できる。

    

 
19 地球温暖化ガスの排出抑制、活用技術 
 

○技術開発の内容 
 ・水処理および汚泥処理プロセスから放出されるメタン、一酸化二窒素等の地球温暖化ガ

スの発生メカニズム把握手法およびその抑制技術の開発 
 ・下水道システム全体を対象としたLC-CO2手法の開発 
 
○５年後の主たる目標 
 建設、処理プロセス、廃棄の全フェーズにおける温暖化ガスの負荷を評価するLCAを検
討。排出抑制技術を開発。 

 

Ｂ

　メタン、一酸化二窒素等の地球温暖化ガス排出抑制技術の開発につい
ては、この５年間で着実な進展が見られる一方、地球温暖化ガス排出抑
制の評価手法であるLC-CO2手法の開発については十分に成果が出て
いるとは言えず、今後の取り組みが期待されるところである。
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20 汚泥減量化技術 
 

 ○技術開発の内容 
  ・汚泥の発生抑制を目的とした、焼却、溶融等の従来技術の改良 
  ・オゾンあるいは好気性細菌による減量化技術、超臨界処理など新たな処理方法の開発
  ・下水汚泥の発生量、減量化率等の基礎的な情報のデータベースの整備 
 
○５年後の主たる目標 
 効率的な汚泥焼却、溶融に加え、オゾンや好気性好熱細菌や超高圧・高温を利用した汚

泥減量化技術を開発。

 

Ｂ

　汚泥減量化技術は、従来技術の改良が進められるとともに、可溶化に
関する研究が積極的に進められ、今後の導入が期待される段階に至って
いると評価できる。また、下水汚泥の発生量等に関するデータベースの整
備、情報提供が始められており、一定の進捗が見られたと評価できる。

    

 
21 下水処理水の再利用に適した高度処理技術・利用技術の開発 
 

 ○技術開発の内容 
  ・再利用形態に応じた水質目標値の検討 
  ・再利用に適した高度処理・利用技術の開発 
  ・建設・維持管理コストを含めた総合的な導入マニュアルの作成 
 
○５年後の主たる目標 
 利用形態に応じた要求水質を保証する効率的な膜処理技術などの高度処理技術を開発

し、建設・維持管理コストを含めた総合的な導入マニュアルを作成。 

 

Ｂ

　再利用に適した高度処理に関する技術開発は、この５年間で着実に進
んだものと評価される一方、再利用導入マニュアルの作成に関する研究
は十分に進んでいるとは言えない状況である。なお、水質目標値に関す
る研究については、現在水質目標値の策定作業がなされており、平成１
５年度中に一定の達成度が得られる見込みである。

 

 

 
22 下水汚泥保有エネルギーの高度活用技術 
 

○技術開発の内容 
 ・下水中に含まれる有機物質を効率よく有用なエネルギーに転換させるための技術の開発

 ・消化プロセスから発生する余剰メタンガスの高度活用技術の開発、高効率メタン回収リア

クター、高品位燃料化技術、消化ガス貯留・輸送技術の開発 
 ・エネルギー自給率向上のための回収熱高度利用技術の開発 
 
○５年後の主たる目標 
 高効率のメタン回収リアクターの開発を行うとともに、発生ガスの高度精製技術を開発。高

温燃焼発電システムの開発。 

 

Ｂ

　下水汚泥保有エネルギーの高度活用技術は、研究開発が進められ、全
国的な広がりを持った普及には至っていないものの、消化ガスの貯蔵、
燃料電池等、新しい技術の導入が始まろうとしており、一定の進捗が見ら
れたと評価できる。

    

 
23 下水汚泥有効利用のための高付加価値化技術 
 

 ○技術開発の内容 
  ・汚泥中の重金属抽出技術の開発 
  ・緑農地利用に関し、 
   高品質かつ安全なコンポストを高速で製造する技術の開発 
   利用形態に応じたコンポスト施設の維持管理手法および製品の品質管理手法の検討 
   他の有機性廃棄物資源と組合せたコンポスト事業の検討 
  ・建設資材利用に関し、 
   高品質かつ安全で安価な製品を製造する技術を開発 
   汚泥製品の利用基準の整備 
   流通の拡大手法の検討 
 
○５年後の主たる目標 
 汚泥中の有害成分を削減し、肥効性の改良など高品質な汚泥製品を製造する技術を開発

するとともに、汚泥製品の利用基準を整備。 

 

Ｂ

 下水汚泥有効利用のための高付加価値化技術は、マニュアル等の整備
も進められており、技術の普及段階に入っていると評価できる。しかしな
がら、汚泥リサイクル製品の流通の拡大のための手法に関しては、未だ
十分な検討が進んでいるとは言い難く、手探り状態で進められているとの
感があり、汚泥リサイクル製品の用途開発等、さらなる検討が必要であ
る。
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24 下水・汚泥からの有価物質の抽出・生産技術 
 

 ○技術開発の内容 
  ・下水汚泥から有価物質であるりん・窒素等の回収を図る技術の開発 
  ・下水中に含まれる微量有価物質に関する調査の実施 
  ・ＰＦＩを活用したリサイクル事業の形態の検討 
  ・市場ニーズに合わせた高品質かつ安価な汚泥製品の製造技術の開発 
  ・汚泥製品の安全性を向上させる技術の開発 
 
 ○５年後の主たる目標 
  焼却、溶融ダストおよび溶融スラグからの金属およびりん回収技術を開発。 

 

C

　下水・汚泥からの有価物質の抽出・生産技術は、下水汚泥からのりん
の回収に関する研究が積極的に進められ今後の導入が期待される段階
に至っていると評価できるが、りん以外の有価物質の回収に関する検討
は進んでいるとは言い難い。ＰＦＩを活用したリサイクル事業は、導入が始
まった段階であり、今後、その事業形態の検討が進むものと評価できる。

    

 
36 開発途上国を支援する適正技術の開発 
 

 ○技術開発の内容 
  ・途上国の気候風土、土地利用、技術水準に見合った適正下水処理技術の開発 
  ・開発途上国下水道整備管理支援マニュアルの作成 
 
○５年後の主たる目標 
 開発途上国下水道整備管理支援マニュアルを作成。熱帯、亜熱帯地域の適正下水処理

技術の開発。 

 

C

開発途上国支援は、今後益々重要な課題となっていくことが予想され、日
本も開発途上国支援に積極的に関わっていくことが益々求められるよう
になると考えられるが、途上国における現状把握のための調査を含めて
途上国に見合った適正下水処理技術の開発及び下水道整備管理支援
マニュアルの作成に関する研究は十分に行われているとは言えず、今後
の取り組みが期待されるところである。

 
 

第二次河川技術開発五箇年計画
（Ｈ１１～１５）

（１）水の循環、土砂の連続性の保全
水循環管理のための技術

総合的な土砂管理に関する技術

（２）安全な国土形成と危機管理体制の充実
水害、土砂災害等の予測、情報提供体制を高度化するための技術

治水渇水対策を高度化するための技術

（３）河川等の環境の保全と整備
河川、ダム、海岸整備における健全な生態系を保全するための技術

河川、湖沼における水質保全対策を高度化するための技術

（４）歴史・文化特性への配慮
地域の歴史・文化特性に配慮した川づくりのための技術

（５）アカウンタビリティの向上
参加型川づくりのための技術

事業を評価するのための技術

技術基準の性能規定化及びコスト縮減のための技術

調査観測技術及びデータ収集・提供システム技術
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③田中宏明(京都大学)；「水環境分野の研究開発課題」 

水環境分野の研究開発課題

京都大学大学院工学研究科

独立行政法人土木研究所

田中 宏明

    

下水道分野

○人、水、地球の３つの基本的視点

→・衛生的で快適な生活の早期実現

・安全・安心の確保

・まちのうるおいと活力の向上

・健全な水循環系の構築

・安定した水資源の確保

・公衆衛生上のリスク管理、低減

・生態系の保全

・循環を基調とした環境負荷の削減

 
 

○政策転換の視点

→・国民の視点の重視・・・アウトカム指標、ＰＲ、環境教育

・多様な主体との連携・・・河川との連携、住民との連携、広域的な連携

・整備の重点化とストックの活用

・グローバル化を受けた国内外での戦略的対応・・・国際貢献

→具体策

・流域管理・・・流域内管理協議会、広域的雨水対策、良好な水環境の
創出、リスク管理

・効率的な整備と管理・・・事業連携、民間活力、自治体への支援

・資源利用・・・水環境の改善、汚泥利用、温暖化対策、省エネ、ディス
ポーザ、上部利用

・国際貢献・・・国際貢献上での官民連携、国際基準への対応

    

○都市再生において展開すべき基本方針

→・都市形態の変化への対応・・・人口減少、地方回帰

・再開発と連携した再構築・・・合流改善、施設更新、機能向上

・下水道から提案する都市再生・・・熱利用、光ファイバー

○整備と管理の重点化

→・汚水処理の普及・・・中小市町村での汚水処理優先、他の汚水処
理施設との連携強化

・雨水対策・・・都市部での雨水対策重点化、流出抑制施設、河川との
連携、ハザードマップ

・水質保全・・・国が支援すべき地域での重点化

・合流改善・・・分流並み・越流回数半減・夾雑物流出防止の早期達成

・汚泥利用・・・広域汚泥処理、バイオマスの利活用、PFIによる事業化

・再構築・・・機能に対応した重点化

・維持管理・・・民間委託の支援、財政の適正化

・技術開発・・・水環境、浸水安全度、機能高度化、コスト、リサイクル、
経営、合流改善
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河川水環境分野
１．ダムによる環境影響の最小化・最適化技術

①目的

ダム下流における流況・水質の最適化、環境負荷の小さいダム計
画の立案

②実現に必要な技術開発項目
・ ダムの総合的な水質（水温・濁度・Ｃ／Ｎ／Ｐ）予測シミュレーショ

ンモデル
・ 水質による環境影響関数

・ 最適な水質を供給するダム操作ルール
・ 流量変動を考慮した維持流量の設定

・ 維持流量を供給するためのダム操作方法

・ 流砂環境保全技術（土砂供給の方法）

生態系モニタリング技術（リモセン、テレメトリ）

河川流況・河道形態、河道植生等の変化予測技術（インパクト・
レスポンス）

生態系変化予測モデル

環境保全技術（ミチゲーション、ハビタット再生等）

    

２．環境と治水を両立させる河道計画策定技術

①目的

最も環境影響の小さい河道改修方法を立案する。

特に河口付近、汽水域の整備手法の明確化

②実現に必要な技術開発項目

河道改修後の河道・底質・水質条件の予測技術（汽水域を含む）

河道改修に伴う植生変化予測技術

生物モニタリング技術

河道改修に伴うエコロジカルネットワークの復元・再生技術

河道変化に伴う生態系変化予測技術

環境影響を最小化する河道計画策定手法の開発

環境目標設定手法の確立

 
 

３．自然共生型国土形成技術

①目的

自然共生型国土再生政策シナリオの提示

②実現に必要な技術開発項目

汎用型水物質循環モデルの構築

陸域・水域生物の生態系変化予測モデル

河川・湖沼・干潟等再生技術

エコロジカルネットワーク再生技術

都市・農地・森林等を一体とした流域水物質循環管理手法の開発
（汚濁課徴金等の経済的手法、国民参加型の新たな国土管理・
河川管理体制に関する研究、総合的水管理を行うための法制度
に係わる研究）

    

４．雨天時汚濁負荷流出を考慮した流域対策

①目的

雨天時汚濁負荷流出対策の推進

②実現に必要な技術開発項目

雨天時汚濁負荷流出を考慮した

モニタリング技術、水物質循環モデルの開発、水質保全計画作

成技術、汚濁負荷流出対策

５．流域水物質循環管理システムの構築

①目的

河川・閉鎖性水域の水質改善

②実現に必要な技術開発項目

地下水を含めた水物質循環の一斉観測システムの構築

汎用型水物質循環モデルの構築

湿地・生物等を活用した水質浄化機能の評価

水質を考慮した取排水システムの開発

地下水管理技術

都市・農地・森林等を一体とした流域水物質循環管理手法の開発
（汚濁課徴金等の経済的手法、国民参加型の新たな国土管理・
体制に関する研究、総合的水管理を行うための研究）  
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６．有害化学物質、病原性微生物のモニタリングシステムの開発

①目的

有害化学物質、病原性微生物に対する水質モニタリングシステム
構築

②実現に必要な技術開発項目

有害化学物質、病原性微生物の測定技術開発

水質の評価基準の開発

河川等におけるの挙動解明とモニタリング指針

７．水質リスク管理のためのコミュニケーション技術の開発

①目的

水中の有害物質、病原性微生物による健康リスクや環境リスクに
関して、流域住民に安心を与え、適切な危機管理を実現する基
盤を作る。

②実現に必要な技術開発項目

河川等有害化学物質、病原性微生物のモニタリングシステム

流域における有害物質事故の情報伝達システム

有害物質、病原体の流出に伴う河川・地下水水質影響予測モデル

利水者、市民等とのコミュニケーション技術
    

水道分野
2．水道水源から給水栓に至るまでの各種対策による水道水質の向上

①水道水質の安全性確保に資する研究
・ 微生物・化学物質による水質汚染防止対策

・ マルチプルバリアーを考慮した浄水処理システム

・ 配水管網の管理

②水道水質基準に関する研究とリスクコミュニケーション
・ 化学物質、微生物によるリスク

・ リスクと許容レベル

・ リスクマネージメントとリスクコミュニケーション

③水循環の健全性を考慮した水管理・流域管理に関する研究
・ 長期的な需要変化の見通しと水環境変化に関する研究

・ 水系一体の調査・研究・管理体制

・ 流域での水道・下水道・河川等の水質水量等情報データベースの構築

・ 環境、河川、農業、下水道等の他分野と流域での施策展開が議論できるツー
ルボックスの共同開発

・ 水系の物質循環、拡散型汚染

・ 富栄養化、カビ臭の抑制

・ 水道水源の問題点を明確化する研究

・ おいしい水と水源

・ 生態系を含めた健全な水循環保全のための対策

・ 水道水質に関する各種対策の優先順位付け  
 

3．災害対策等の充実による安定的な水の供給

①危機管理技術の先導的研究
・ 水質事故対応の検出技術・情報管理技術

・ テロ対策を含めた施設的な安全性・信頼性の診断技術

4．水道分野における環境・省エネルギー等の対策の強化

6．国際協力等を通じた水道分野の国際貢献

②途上国における適正技術に関する研究

7．技術開発や機構の解明に資する研究

①浄水処理技術に関する研究

8．健康科学や複数の分野にわたる先駆的研究

①健康科学等の視点から水をとらえる研究
・ 工学だけでなく医学、衛生学なども含めた水と健康

・ おいしい水、ミネラル等の生理活性機能と健康影響、アレルギー

・ 付加価値のある水の健康影響（特にプラス面）

・ 飲料水、料理用水等用途に応じた水質

②他分野と連携した先端的研究
・ 廃棄物の有効利用等

・ バイオ、ナノ、IT、人工衛星等最新ツールの利用

・ 技術と社会科学との協調

・ 内分泌撹乱物質の水道水源挙動（分解、生成）など分野横断研究
    

水環境分野のChallenge
• 健康・生態系保全の視点から汚染制御範囲の拡大化

• 生活の快適性、生態系のバランスなど新たな視点（質のバランス、
水量、ハビタットなど）

• 生活、社会活動と生態環境との調和

• 流域を通した水量、物質、生物の総合水資源管理技術（個別対応技
術からの脱却と経済・法制度をも含めたテクノロジー）

• 国民への説明責任支援技術

• 地球環境と地域環境のバランス

• 事後対応技術から発生抑制技術へ

• 国際的貢献
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アンケート回答（１０年内に必要な研究）

流域管理

都市での降雨集中と軽減

合流式下水道越流対策と都市雨水排水の質的対策

都市の廃熱による気温上昇防止と都市沿岸域での汚染回復

増加する老齢人口に対する水系感染予防

家庭で使われる化学物質・医薬品等の環境流出

表流水を介した取排水の限界

農地・畜産・水産養殖に投入される資源による水系汚染

土壌、地下水、底質の汚染と修復技術

ＮＰＳ対策

トレーヂングを含めた経済原理などを入れた環境管理技術

    

ダム・堰・河川改修・海岸埋め立てなどの事業による生態系への影響評価と軽
減技術

生態系の移動分断

外来種による生態系の撹乱

保全生態学

絶滅危惧種の遺伝子保全

都市・建設廃棄物の有効利用

廃棄物・排水のリサイクルの安全性評価と制御

省面積で質的安全性が確保できる地下水涵養技術（都市内治水・水資
源化）

流出事故、テロによる早期警戒システム

低コストで確保できる衛生、安全な浄水技術
低コストで資源リサイクルが可能なし尿処理技術

低コストの排水収集、処理システム

工場排水に含まれる有害物質管理

制限された財源、資源の中での優先度決定方法

行政・市民が利用活用できる環境指標の開発
 

 

中長期的課題

世界的な資源の枯渇と環境との調和

都市集中環境の改善

地球温暖化防止対策

グリーンケミストリー

絶滅危惧種の遺伝子からの復元技術

放置される農地

国内に持ち込まれる資源の削減

資源の回収

ライフスタイル・生活価値観の変革

    

その他

• ・環境問題解決に向けて研究開発を行う上で、有効な体制、推進方
法、国から必要な支援

– 研究開発資金の拡大

– 研究開発資金の拡大

– 重点化とキャンペーン

– 若手研究者の雇用機会の拡大

• 環境問題解決に対し、我が国が取るべき政策に関する提言

– 規制と受益を被る者間の資金的調整機構（農業と都市、流域での上下
流問題）

– 環境基礎データを蓄積と公開、利用を目的とした国家機関の設置

– 情報の公開



 49

 

• 第２期科学技術基本計画に対する意見、および第３期科学技術基
本計画に対する提言

– 重点分野での協力体制が見えない（環境に関わる技術が他の重点分
野にまたがっているがどのように調整されているのか？）

– 重点化を図る必要性があるのは理解できるが、環境問題は多様であり、
多様な課題に取り組む準備をしておくことも重要

• 本ワークショップにおいて特に議論すべき内容

– 第３期科学技術基本計画へ反映させるべき課題

– 第２期計画の問題

– 我が国が途上国環境問題解決に果たすべき研究・技術開発の役割

– 環境技術開発への国家戦略
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④新澤秀則(神戸商科大学)；「環境経済の立場から」 

環境経済の立場から

新澤秀則

神戸商科大学 経済研究所

科学技術未来戦略ワークショップ（環境分野）

平成１６年１月２３日～２４日

    
2

環境経済学

• 環境経済・政策学会（1995～）

• AERE

 
 

3

環境経済学の研究テーマ（１）

• 環境問題の原因究明

– インセンティブ（価格，所有権，税制，・・・）

• 環境の価値評価→環境保全の目標決定

– オプション価値，準オプション価値，・・・

• 目標達成の政策手段

– 環境税，排出権取引，デポジット・リファンド，保
全地役権，・・・

– 政策の中身が問題。政策の革新が必要。

    
4

環境経済学の研究テーマ（２）

• 地球規模の環境問題
– 京都議定書の成否

– 温暖化にかたよりすぎか

• 開発と環境

• 貿易と環境

• 環境と企業経営
– 組織の失敗，企業内環境政策

• 環境と産業，マクロ経済
– 環境政策と産業政策

– 環境立国？ 環境でメシは食えるか
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5

経済学における
温暖化関連研究の成果

• 二重の配当論

• ポリシー・ミックス

• 技術開発と政策の関係

• 国際的合意形成の条件

    

6

地球温暖化研究イニシアティブに欠
けているもの

• 科学研究や技術研究だけで十分か？

 
 

7

廃棄物

• 拡大生産者責任

• 引き取り義務＋リサイクル義務

• デポジット・リファンド？

    
8

制度設計工学

• IPCC（WG3）報告書で引用される日本人文

献が少ない。

• 制度設計に関する研究の必要性

– オプションの提案と評価

• 経済理論，政策論，計量実証モデル分析，シミュレー
ション，実験

– 科学や技術に対する理解
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9

国内政策モデル

• 温暖化
– AIM

• 京都大学＋国立環境研究所

– 他のモデルもほしい 組織的対応が必要か

• 海外の場合

• その他の政策分野でも

    

10

にいざわ ひでのり

http://homepage1.nifty.com/niizawa/
niizawa@kobeuc.ac.jp

（神戸商科大学は，県立大学の統合に伴い， ２００４年４月より，兵庫県立大
学の経済学部と経営学部になります。）
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⑤酒井伸一(国立環境研究所 循環型社会形成推進・廃棄物研究センター)；「循環型社会・廃棄物対策の立場から」 

- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 
NIES -

各環境専門領域の研究開発の現状と
到達点の紹介

循環型社会・廃棄物対策の立場から

酒井伸一

社会の視点からみた環境研究－グループ討議

    
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 

NIES -

1.総合科学技術会議
ゴミゼロイニシアティブ

社会の視点からみた環境研究－グループ討議

 
 

- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 
NIES -

ゴミゼロ型・資源循環型技術研究イニシアテイブ

物質フロー解析・LCA解析・リスク解析に基づく循環度の評価手法、IT技術の活

用材料生産 製品設計・生
産

資源採
掘

使用・維持管理 流通・販売

低環境負荷原則

上流での対応 下流での対
応

物質循環階層性原則

最終処分量低減

循環型社会創造支援システム開発プログラム

廃棄・リサイクル

環境リスク低
減

資源消費量低減

循環型設計・生産
プログラム

材料生産、設計・建設・生産技
術（リデュース、リユース、リ
サイクル、環境リスク低減を一
体化）

リサイクル技術・システム
プログラム

各種循環資源のリサイクル技術
静脈物流システム
再生品､再生利用品の安全性向
上技術

適正処理処分技術・システム
プログラム

減量化･処分場長寿命化技術
廃PCB等処理・汚染跡地等修復
技術
モニタリング技術とリスク評価

    
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 

NIES -

2.循環指標、
マテリアルフロー研究

社会の視点からみた環境研究－グループ討議
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- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 
NIES -

循環基本計画における
物質フロー指標

1. 「入口」：資源生産性
＝ＧＤＰ／天然資源等投入量

25万円／ｔ（2000年）→35万円／ｔ（2010年）？

2. 「循環」：再生利用率
＝循環利用量／（天然資源等投入量＋循環利用量）

9.5%（2000年）→13%（2010年）？

3. 「出口」：最終処分量
＝廃棄物最終処分量

6000万トン（2000年）→3000万トン（2010年）？

    

循環基本計画のためのマテリアルフロー指標と数値目標策定

出所：中央環境審議会循環型社会計画部会（第11回、第15回）資料より作成

GDP ／ ①
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物質循環の６つの指標の提案３

使用
済み
製品

原材料

未利用
副産物

再生利
用製品

製品

排ガス
廃液
廃棄物燃料

利用

製品
利用

再生
利用

排ガス
廃液
廃棄物

未利用

再使用製品

再使用製品

再生利
用製品

物質循環の
目的に
関する指標

直接物質
投入量
(DMI)

使用済み製品の
再生利用に
関する指標

使用済み製品
再生利用率
(URRUP)

副産物の
再生利用に
関する指標

物質利用効率
(MUE)

未利用
副産物

利用
副産物

その他

使用済み製品の
再使用に
関する指標

製品利用時間
(PUT)

使用済み製品の
再生利用に
関する指標

使用済み製品
再資源化率
(RRUP)

物質循環の
目的に
関する指標

国内
排出物量
(DPO)

国内
資源

輸入
資源

輸入
製品

分母 分子

橋本征二、森口祐一（2002）循環型社会に向けた物質循環の６つの指標の提案、第13回廃棄物学会研究発表会講演論文集、48-50

    

日本の物質収支

自然界からの
資源採取

17.5

輸入

資源
採取
６．８

１０.７

資源採取

国内

製品等輸入0.6

総物質投入量
20.4

総廃棄物発生量
5.2 ｛

エネルギー消費4.1

10.6

不要物
排出

新たな蓄積
輸出

1.0

その他（散布・揮発）
0.9

食料消費1.3

産業廃棄物
2.5一般廃棄物

0.5
再生利用量2.2

環境白書（平成１２年度）

（平成１１年度）（単位：億ｔ）

26.1億t
隠れたフロー

11億t
隠れたフロー  
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- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 
NIES -

隠れたフロー隠れたフロー
（エコロジカルリュックサック）（エコロジカルリュックサック）

World Resource Instituteや国立環境研究所の国際共同

研究により提案された概念。循環型社会形成システム研
究室の森口祐一室長が研究参加。

経済活動に直接投入される物質（総物
質投入量）が、国内外において生産、採
掘される際に発生する副産物、廃棄物
をいう。建設工事による掘削、鉱さい、
畑地等の土壌侵食などがある。

    
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 

NIES -

シナリオ研究例：技術開発推進型シナリオ（Ａ）

平成１３年度循環白書

 

 

- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 
NIES -

Ａ：技術開発推
進型シナリオ

Ｂ：ライフスタ
イル変革型シナ
リオ

Ｃ：環境産業発
展型シナリオ

    
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 

NIES -

循環型社会形成の接点からみた研究例

3.アジア地域の物質フロー研究

環境戦略ワークショップ（社会の視点からみた環境研究）
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- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 
NIES -

Research Project
“Structural analysis of material cycles and 

waste management in Asia”

• Main objectives are:
1. To make clear the structures of material cycles; and
2. To clarify and to prevent the environmental pollution in the 
material cycle processes in Asia. 

• Topic
– Material Cycles in Asia

• Plastics
• End-of-life home appliances, PC (E-waste)
• End-of-life vehicles

– Waste Management (Statistical and legislative information, 
landfill site issues)

• Term
– FY2002-2004(scheduled)

• Representative
– Dr. Terazono (NIES)

    
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 

NIES -
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- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 
NIES -

Importing plastic waste in China (2001)
unit: thousand ton

1593.5211.1142.5280.4Total

79.8Others1.6Others1.2Others7.3Others

15.1Brazil0.4Greece1.3Philippines4.1Netherlands10

16.4Canada1.3Germany1.8Singapore4.6France9

16.4Mexico2.1Netherlands4.5Netherlands5.9Canada8

23.5Germany2.3Korea5.2Korea8.3Korea7

24.8Belgium2.5Canada8.5Canada18.1Belgium6

35.3Korea4.8Belgium10.2Malaysia19.4Taiwan5

75.2Taiwan11.1Taiwan11.1USA33.5Germany4

133.5Japan25.0Japan14.9Taiwan38.4Japan3

293.1USA42.3USA29.3Japan65.7USA2

880.4Hong Kong117.7Hong Kong53.5Hong Kong75.1Hong Kong1

Other plasticsPVCPSPE

Terazono, 2nd Workshop on Material Cycles & 
Waste Management in Asia (2003)

    
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 

NIES -

水系

底質

自然 
土壌

農業 
土壌

工業 
土壌

大気

地下水

地域モデル

熱
帯

極
地

広域

地球規模

局地

地球規模入れ子型モデル

定常状態

時間

濃度

100年

地域スケールと時間スケールの問題
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- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 
NIES -

Mass production, mass 
consumption, mass waste

Resources or new products with 
low price

Recycled materials with high price

Recycling/
Reuse

Export of end-of-
life products and 
waste (secondary 

resources)

Market

Recycling 
in Asia

Material Flow in Asian Region

    
- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 

NIES -

Export flow of plastics from Japan

1997                           2002
Terazono, 2nd Workshop on Material 
Cycles & Waste Management in Asia 
(2003)  

 

- Research Center for Material Cycle & Waste Management, 
NIES -

残された循環型社会研究課題例

社会の視点からみた環境研究－グループ討議

1. 政策効果分析、シナリオ分析、統合シス
テム解析

ー 特に気候変動対策研究、循環型社会研究

• アジア地域の循環研究、環境研究

ー 利用自由度のある研究ファンドの必要性
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⑥鈴木隆幸(荏原製作所)；「環境保全技術の研究開発と到達点」 
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   ⑦秋元肇(地球フロンティア研究システム)；「大気圏と人間との相互作用」 

大気圏と人間との相互作用

秋元 肇

地球フロンティア研究システム

科学技術未来戦略ワークショップ 2004.1.23-24高輪プ
リンスホテル，東京

    

昔のUNEP型地球環境問題分類
からの出発をもうやめよう！

人間活動の大気圏への影響

• 地球温暖化 ・現象解明

• オゾン層破壊 ・影響

• 酸性雨 ・対策

 

 

21世紀にマルチディシプリナリーなアプローチをすべきキーと
なる環境問題と人間活動の大気圏への影響

水供給 食料生産
人間の
健康

生態系の
健康

温室効果
ガス

オゾン・ 反
応性ガス エアロゾル

有害化学
物質

    

気候変動・地球温暖化・大気汚染研究の新しい枠組み

大気海洋結合・物理気象
気候変動予測

生態系ー大気海洋相互作用
炭素循環

長寿命温室効果ガ

ス

化学ー気候相互作用 エ
アロゾル・オゾン 短寿命大

気微量成分

大気汚染 (SO2, NOx, 
CO, VOC, NH3, 対流圏・成層
圏オゾン・ ブラックカーボン・

有機エアロゾル・硫酸塩・硝酸
塩)全球的放射強制力

全球的気候変化

生態系影響 農作物

影響・水供給 健康影響

地域的放射強制力

地域的気候変化
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気候変動・地球温暖化問題は３
本柱で考えよう！

・物理気候変動予測
（高精度・高解像度大気海洋結合モデルの開発）

・生態系ー気候相互作用
（炭素循環・長寿命温室効果ガスの生物地球化学循環機構の
解明）

・化学ー気候相互作用
（エアロゾル・オゾンなど短寿命大気微量成分の輸送・変質機構
と気候・環境への影響解明）

    

各地球温暖化関連物質による1850-2000年の放射強制力

CO2 CH4

対流圏
オゾン

エアロゾル・雲

長寿命GHG(京都ガス） 短寿命大気汚染物質

Sato and Hansen (2003)に基づく．  

 

IPCC 第３次報告書(2002)

2100-1750年の全球平均放射強制力 (SRES A2）

    

±1

±3

Ramanathan et al, 2001  
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産業革命以前から現在までの対流圏オゾンの放射強制力

0.3820.5920.487LW＋
SW

0.0630.1070.085SW

0.3190.4850.402LW

SHNHGlobal

LW＋SW total ozone forcing

DJF

JJA

圏界面での年間平均の放射強制力 W m-2

対流圏オゾンの増加

197 TgO3 (産業革命以前)
↓ +10.4 DU (+58%)

311 TgO3 (現在)

    

気候変動・地球温暖化抑止への視点

• 二酸化炭素が温室効果ガスの放射強制力への寄与におい
て最も重要であると同時に、その排出抑制は化石燃料に依
存する現代文明の根幹に関わっているので、社会的にも長
期的視点から最も重要な意味を持っている。

• 最も社会的関心の高い地域的気候変動（降水量変動など）
に対してはエアロゾル・オゾンが少なくとも二酸化炭素に匹
敵する影響を及ぼす可能性が高い。

• 短中期的な温暖化抑止のためには二酸化炭素削減努力に
加え、エアロゾル・オゾンなどの削減による温暖化抑止を含
めた、可能な対策をすべて行うべきである。

 
 

もう一つの大気圏と人間の相互作用

グローバル大気質変動
グローバル大気汚染

• 比較的大気寿命の長い(１週間以上) 大
気汚染物質の大陸間輸送と半球汚染

• メガシティ(巨大都市)の大陸規模・ 地球
規模大気質変動・大気汚染への影響

    

J. Lelieveld, F. Dentener, 
J. Geophys. Res., 105, 3531 
(2000)

モデルで計算された北半
球の植物生育シーズン（５
? ８月）における地表付近
のオゾン濃度分布 (ppbv) 

A: 1860年, B: 1993年
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モデルで計算されたオゾンの大陸間輸送

O. Wild, H. Akimoto, J. Geophys. Res., 106, 27,729 (2001)     

北半球３大陸におけるNOxの放出トレンド

N. America: USA + Canada, Europe: including FSU, Asia: South, SE
and NE  
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東アジア長距離越境汚染により我が国のリモート地点におけ
る地表付近オゾンは既に環境基準近くに達している

利尻

隠岐

沖縄
(辺戸岬)

小笠原
(父島)

    

世界人口の都市化と大気汚染：人口1000万人以上のメガシティ

1. Tokyo         
27.2
2. Dhaka         

22.8
3. Munbai            

22.6
4. Sao Paulo     

21.2
5. Delhi            

20.9
6. Mexico City 

20.4
7. New York    

17.9
8. Jakarta         

17.3
9. Calcutta      

16.7
10. Karachi       
16.2
11. Lagos          
16.0
12. Los Angeles 
14 5

1. Tokyo         
26.5
2. Sao Paulo     

18.3
3. Mexico City 

18.3
4. New York    

15.9
5. Munbai                

16.5
6. Los Angeles 

13.3
7. Calcutta       

13.3
8. Dhaka           

13.2
9. Delhi           

13.0
10. Shanghai     
11.4
11. Buenos Aires 
12.1
12. Jakarta         

1. Tokyo    
19.8
2. New York    

15.9
3, Shanghai    

11.4
4. Mexico City  

10.3

1. New York   
12.3

都市 人口都市 人口都市 人口都市 人口

2015200119751950
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東アジアのメガシティとNOxの排出

Streets et al.,
[2003]

    

グローバル大気質変化・大気汚染の
インターフェース

• アジア長距離越境汚染条約

• 先進国・途上国を含む半球汚染防止戦略

• メガシティと大気汚染・その他都市問題

• 途上国における健康問題・貧困問題・教育問
題
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   ⑧石坂丞二(長崎大学)；「自然への影響 水圏の影響」 

科学技術未来戦略ワークショップ（環境分野）
自然への影響

水圏の影響

長崎大学水産学部 石坂丞二

    

自然：水圏と人間との相互作用 （石坂委員）

人間 水圏への影響 人間・社会

（生産活動） への影響

大気圏、水圏、陸圏、生態圏
との相互作用

 
 

人間から水圏へ

地球温暖化（水温と塩分の変化とそれに伴っ
た海洋循環の変化・海面上昇・海氷減少）

陸から（富栄養化・化学物質）

沿岸域の改変（護岸工事・干潟消失・サンゴ
礁破壊）

流入水の水量・水質変化
船舶（油流出・バラスト水）
水産業（乱獲・養殖による汚染や環境破壊）
大気から（CO2，陸起源物質）

    

水圏から人間へ

気候変化

海面上昇

生態系の変化
食糧危機

漁場悪化

養殖被害（赤潮・貧酸素）

種絶滅

住環境・レジャー環境の悪化

健康被害（毒性生物増加）
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自然：水圏と人間との相互作用

    

干拓地

例：
2000-2001年

有明海
赤潮による
海苔不作

 
 

有明海
における
冬季赤潮
増加要因
可能性

（その他：
降水量・大
気や河川
からの流
入量）

    

気圏･水圏相互影響

温暖化：気候変動→海水温度・海氷・塩分変
化→海洋循環・水面上昇・海洋生態系変化

大気汚染（陸性エアロゾル・人為起源物質・
CO2）→海洋生態系変化

海洋循環変化→気候変化（熱・水フラックス）

海氷変化→アルベド変化

生態系変化→雲量変化（DMS）・揮発性物質
変化
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陸圏・生態圏・水圏相互影響

陸圏・生態圏から
水フラックス変化

物質フラックス変化（例えば植生変化等）

海から陸への物質フラックス変化
回帰魚

海鳥

水産業

    

最近１０年間（今後）における
重要な研究開発課題

数年から十年スケールでの海洋環境と生態系
の変動の解明および，その変動に重なった地
球温暖化などの人為的な要因による生態系
の変化の検出と区別

特にアジアの沿岸では急激に進む開発に伴っ
た変化との区別が重要

一方で自然再生計画が進む中，その評価技
術の確立も重要課題

陸域圏・大気圏と海洋圏の相互作用
（例えば水循環やエアロゾルの変化の海洋へ
の影響や海洋の変化に伴った陸･大気の変
化）

生物分類群組成の物質循環への影響  
 

今後（２０－８０年）重要となる
研究開発課題

数十年スケールの海洋環境と生態系の
変動の解明および，その変動に重なっ
た地球温暖化などの人為的な気候変化
による生態系の変化の検出と区別

    

環境問題解決に向けて研究開発を行う上で，
有効な体制，推進方法，国から必要な支援

生態系の変動と変化に関して長期的（100年ス
ケール）な視点の研究を継続できるような体制が
必要。

短期プロジェクトが中心の現在，長期的で継続的
な観測体制がなくなってきている。

（例えば気象庁のブイ観測や定線観測が少なく
なっている。また宇宙計画に関してはADEOSシ
リーズの失敗も問題）

現業的な色彩の濃いこれらの観測体制と，実際
にそのデータを解析し有用な情報と取り出して論
文化する研究の両立
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環境問題解決に向けて研究開発を行う上で，
有効な体制，推進方法，国から必要な支援

特に海洋の場合，責任省庁がばらばら
であり，統合した観測･研究体制が組め
ていない現状の解決が必要。

一つの生態系（例えば特定海域）につい
て，集中的に観測･研究を進めることを
促す予算システムが必要。

    

環境問題解決に対し，我が国が
取るべき政策に関する提言

日本の水産資源は現在世界に頼っており，国
内での食糧自給率を高めるために水産業の
活発化を図る必要がある。

そのためには，沿岸環境の整備や生態系の
理解が不可欠であるが，縦割り行政の中でそ
の努力が足りない。

また世界の水産物を獲得している日本として
は，もっと世界の海洋環境に目を向ける必要
がある。

 
 

環境問題解決に対し，我が国が
取るべき政策に関する提言

さらに環境問題に関しては，長期的な視点が
必要であり，世界では多くの生態系の長期モ
ニタリング計画が進んでいる中，日本では長
期続いてきた気象庁による汚染モニタリング
調査での項目(特に生物調査）などどんどん減
少している。

今までの蓄積を生かしながら，長期モニタリン
グを継続する必要がある。

またモニタリングデータに関して，気象庁等は
多くのデータを公開していると思うが，一部に
データを中々公開していかない省庁や組織が
ある。

税金で取ったデータは極力共有化を図るべき
である。     

環境問題解決に対し，我が国が
取るべき政策に関する提言

多くの研究機関でポストドク制度が増加したの
は良いが，正規雇用の職は増加しておらず，若
い人が職を得やすくは必ずしもなっていないの
ではないか？

長期的に見ると若い人が研究者を目指さなく
なってしまうのではないか？

また大学レベルでポストドクを雇用しようとすると，
かなり大きな予算やCOEにならないと困難であ
る。

この状況は欧米のような，大学においてもポスト
ドクが研究の中心をになうシステムとはまだ違う
ように思える。
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第２期科学技術基本計画に対
する意見，および第３期科学
技術基本計画に対する提言
環境は戦略的重点化に入ってはいるが，自然
環境のモニタリングに関して，本当に重点化さ
れているといえるのだろうか？

何か問題が起こらないと環境の計測を行わな
い状況では，問題が起こる前後での変化を認
知することができない。

短期的に結果を出すプロジェクトばかりが増
加するのは，自然環境の理解にとっては必ず
しも良い方向ではないのではないか？

    

本ワークショップにおいて特に
議論すべき内容

ともすれば工学系は小手先の技術開発，
土木系は新しい場の造成，理学系は無
限の興味の追求と，それぞれの道に
走ってしまいがちな環境分野で，お互い
にどうすれば共通の問題認識が得られ
るか。
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⑨大政謙次(東京大学)；「自然への影響 生物圏(陸域)への影響」 

ＪＳＴ科学技術未来戦略ＷＳ
環境分野
（2004.1.23-24）

自然への影響
生物圏（陸域）への影響

（特に、農地や森林の保全・資源化に関連して）

東京大学農学生命科学研究科
大政謙次

    

農地や森林の保全と資源化
（地球規模の問題）

地球規模の問題
・人口増加と生活質の変化に伴う食料需要の増大
（農地開発、森林破壊、水資源枯渇、土壌・水質劣化、砂漠化）

・化石燃料の消費や森林破壊による温暖化
（異常気象、複合汚染、食料生産変化、生態系破壊）

・海外植林（森林資源開発、京都議定書対応(排出権取引,CDM,JI）
（土壌荒廃、水資源枯渇、生態系破壊）

・地球規模での生物圏と大気、水、陸圏との相互関係の変化
（生物資源の質の地域的な変化、産業・食料需給・生活質・汚染質の変化）

（東京大学 大政謙次）  
 

農地や森林の保全と資源化
（我が国における問題）

（東京大学 大政謙次）

我が国における問題
・第一次産業人口の減少と高齢化
（農林地の荒廃、生産量の減少、自給率の減少）

・農業生産の規模拡大、企業化
（持続的な農業形態の崩壊、食品安全性、環境汚染、生態系破壊）

・森林資源の活用
（採算性、土壌荒廃、環境汚染、森林生態系の破壊）

・自然環境の保全、生物多様性保護
・都市と農山漁村の地域格差の是正、共生型社会の構築
・地球規模の環境変化（汚染を含む）の影響と対策

    

人口と食料と環境の相互関係

環境変化・汚染

異常気象

労働人口減対策（企業化）

環境劣化
（土壌・水質）

穀物生産 水産物生産食肉生産

食糧・飼料餌料生産（食糧供給）

環境改善

自動化・環境制御

品種改良

地球温暖化

生産性向上・対策

生産場の拡大

摂取量 食生活の質 安全性

食糧需要

人口増加

飢餓・食糧安保

（大政謙次 生態工学 2003)  
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人口と穀物生産の増加率

0
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増
加

率
（
％

）

世界穀物生産 途上国穀物生産

世界人口増加 途上国人口増加

人口と穀物生産の増加率

    

肉類生産の必要穀物重量比と土地生産性

牛肉 7 倍 16.31m2/kg
羊・山羊肉 4                 9.32
豚肉 4                 9.32
鳥肉 2                 4.66

トウモロコシ 土地生産性
重量比

種類

 
 

オーストラリア 309 341
カナダ 159   155
フランス 114 141   201
アメリカ 105 132 140
ドイツ 68 100 125
スウェーデン 90 118
イギリス 47 78 107
イタリア 77 88
オランダ 66 24
スイス 48 60 68
日本 60 40 (1999)   27(1999)

国名 熱量換算自給率 穀物自給率
1970        1998

Table 2

    
（大政謙次：砂漠化防止に求められるもの「新しい地球環境学（西岡編）古今書院」）
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温暖化による陸上生態系への影響

熱循環
CO2の交換
N2O, CH4, O2
の放出

土壌生態系への影響
●水分・栄養分の変化
●温室効果ガスの放出
●熱循環の変化

植生への影響
●生物季節・種組成の変化
●NPP（純一次生産力）の変化
●植生衰退・植生遷移 生物多様性

への影響

温暖化（気温・降水量・積雪・日照時間・異常気象などの変化）

C,N,P,etc

温室効果ガス
濃度への影響 微生物への影響

動物への影響
●野生動物の生息分布の変化
●害虫の数の増加

物質循環

（東京大学 大政謙次）

    

陸上生態系の影響評価

感受性
(Sensitivity)

適応能力
(Adaptability)

脆弱性
(Vulnerability)

影響評価
調査・観測・ＧＩＳ

モデル化・シミュレーション
（プロセスモデル・統計モデル等）

感受性
適応能力

脆弱性・リスク評価
リスク評価

ＧＣＭ

影響モニタリング 適応策

・自然生態系 ・人工林
・農業生態系
・特定の地域・動植物

（大政謙次 遺伝 ２００
３）

 
 

予測モデルの不確実性と検証

予測モデルの不確実性

現地調査による検証

脆弱性評価と影響モニタリング

モデル
の改良

（東京大学 大政謙次）
    

生物生産工場
・バイオ技術
・飼料・餌料生産技術
・種苗生産技術
・大量生産・少量多品種生産技術
・環境制御・ロボット技術
・自動化・省力化技術
・画像診断技術
・廃棄物のリサイクル技術
・バイオマスエネルギー技術

生物生産工場

農林水産業・農山漁村整備事業

やエネルギー開発との連携

プライマリーインダストリー
におけるイノベーション

ITインフラ整備

プライマリーインダストリーにおけるイノベーション

産

学

官

・自動化・省力化技術
・生産/流通/消費/経営情報システム
・食の安全性トレーサビリティシステム 消費者

農林地管理や環境保全

ポストハーベスト・経営管理システム

生物生産・地域環境管理システム

・階層的リモートセンシング技術
・Rural-GIS
・自動化・省力化技術
・地域環境管理技術
・LCA
・バイオマスリファイナリ社会構築技術

ＧＰＳ衛星

精密農業

加工場

企業化

ポストハーベスト

バイオマスエネルギー

養殖漁場
と環境保全

人工衛星

・閉鎖型生産技術

・環境保全型生物生産技術

Fig.4

（大政謙次 生態工学 2003）  
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今後の研究課題（１）

１．京都議定書対応の研究
（１）森林シンクのモニタリングやデータベース化
（２）持続的な植林、森林管理、バイオマス利用技術
（３）クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）、共同実施（ＪＩ）、排出権取引

２．地球規模環境問題の研究
（１）地球規模での環境・生物圏モニタリング
（２）気候モデルや生物地球化学モデルの開発と将来予測、信頼性
（３）モデル開発の基礎となる実験や調査
（４）適応・対策と脆弱性評価
（５）自然科学と人文社会科学の融合（複雑系（モデルを含む）の扱い）

３．農耕地の保全と安全食料生産に関する研究
（１）農耕地の保全と食料生産技術（世界、我が国）
（２）低環境負荷と食料の安全性を考慮した新アグリシステム
（３）バイオ技術の利用と安全性確保

（東京大学 大政謙次）
    

今後の研究課題（２）

４．地域・生態系環境問題
（１）外来種防除とバイオ技術による種の保存
（２）バイオ技術を利用した環境浄化生物の開発、利用、診断、リスク評価
（３）生態系調査のための機能リモートセンシングとモデル開発
（４）農村と都市とを融合した低環境負荷型の生活空間の創造

（余暇利用、緑化、食料生産）

まとめ（重複）
（１）生物圏機能の常時観測システム（モデル利用）
（２）観測と予測に基づく影響評価対策システム
（３）環境対策へのバイオ技術の積極利用と安全性確保
（４）安全・環境調和型の高機能生物生産システム
（５）地球規模の環境対策による影響評価とさらなる対策
（６）環境共生型社会システム

（東京大学 大政謙次）
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⑩甲山隆司(北海道大学)；「環境変化の生態圏影響」 
科学技術未来戦略ワークショップ（環境分野） 自然への影響グループ

環境変化の生態圏影響 (甲山隆司)

生態圏への環境影響の抽出と機構解明

生態圏変化の人間へのフィードバック

生物圏における環境との間の相互作用系に
注目した概念としての生態圏 ecosphere 

    

科学技術未来戦略ワークショップ（環境分野） 自然への影響グループ

 
 

科学技術未来戦略ワークショップ（環境分野） 自然への影響グループ

生態圏への環境影響の抽出と機構解明

抽出されつつある変化
C施肥効果によるNPP増加 c. 2GtC/y
植生構造の変容 更新阻害
温暖化に対する遅延応答と生態系劣化
自然サブシステム分断と生態・生物多様性影響
流域水質への影響

メカニズム解明と予測・対策
スケール結合的なモデリングの必要性

    

科学技術未来戦略ワークショップ（環境分野） 自然への影響グループ

生態圏変化の人間へのフィードバック
ー 予測・評価可能にしていく必要

生物多様性と生態サービスの劣化
一面的な管理施策の影響

更新阻害が招く自然生態系の劣化
ー 炭素シンクから炭素ソースへ?

自然生態系依存の生活資源の枯渇

保水・湛水機能劣化による水害増加
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科学技術未来戦略ワークショップ（環境分野） 自然への影響グループ

国際プログラムの牽引

地域的特性
モンスーンアジア湿潤域
巨大な途上国活動の環境負荷 ．．．

主導的な領域の特定
国際的な牽引を研究プロ助成の条件に

現状ー国内プログラムからの付加的貢献
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⑪柴崎亮介(東京大学 空間情報科学研究センター)；「土地利用と環境影響」 

土地利用と環境影響

柴崎亮介

東京大学・空間情報科学研究センター

shiba@skl.iis.u-tokyo.ac.jp

    

自然：陸圏と人間との相互作用 （柴崎委員）

人間 陸圏への影響 人間・社会

（生産活動） （土地利用） への影響

大気圏、水圏、陸圏、生態圏
との相互作用

 
 

    

基本的な
利用可能性・制約

気候・水・土地（生産性）・交通などの諸条件

土地利用変化モデルの構成
（農業的土地利用の例）

土地利用主体（主に農民）
年齢・世帯構成・収入・資
産・教育水準など

土地利用の実現
-作目などの変更
-開発による拡大
-移住など

収益性・
リスク、

参入圧力など

選択

作物市況（価格）
利子率
土地利用規制など

マクロな経済・人口トレンド
政策シナリオ

加齢など

利用技術のオプション
（ノウハウ、農法、工
学的技術など）

選択肢の提供いわゆる伝統的
農業セクターの
例。一般的には、
企業、デベロッ
パーなどになる
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土地利用とは？

人間・社会活動と（陸域）環境とのインターフェース

同じ農業でもやり方により、環境影響は大きく異なる。
利用クラスだけでなく、強度からプラクティスも重要

いわゆる土地利用図には「農地」というような分類しかない！

人間活動の内容と強度が空間的にどのように分布するか？

立地選択（立地論、都市経済学、地域経済学など）

どのように土地資源（空間も含む）の開発と利用形態は決まるのか？

投資とその回収
収益性とリスク 商品市況、金融、税制

生産・利用技術 知識、教育、人的資源

    

土地利用への「誤解」とデータの不備

森林とは土地利用？
レジャー？

商用林？

No use? （放棄）

データの不備
土地被覆データと土地利用データが常に混在

「農地」「市街地」などの、あまりに粗い分類項目

標準化の遅れ
土地被覆に関してはFAOのLCCSが最近登場

しかし土地利用は、なし

 
 

研究の現状と課題１

土地利用変化のメカニズム研究（モデル研究）
都市域

都市経済学のフレームワークを利用し、効用最大化、
利潤最大化原理から説明される。しかし、データ不足
のため、足踏み状態。

農業系土地利用
セルラーオートマトンから立地論、地域経済学に基づ
くモデルが混在。

林業系土地利用
国際交易モデルはあるが、伐採などの空間分布を説
明しようとしたモデルはない？

    

研究の現状と課題２

土地利用の影響研究
調査・分析事例が個別には豊富に集積

たとえば農業Practiceが異なると、影響はどのく
らい異なるのか？など

例：灌漑方式と土地の塩性化

例：Slash and Burnと環境影響

しかし、「なぜ、そこではそのような土地利用
Practice」が実現するのか？しないのか？という
調査・分析は多くない。

またそうした情報がばらばらに蓄積されている。
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結果として・・・・
土地利用起源の環境影響について、現在のものはある程度わかる。

また環境が変化した場合に、現在の土地利用を前提とすれば、土地利用経由で

人間活動に対してどのような影響があるのかは、予想がつく。

しかし・・・・・・

それが今後どのように変わるのか？また良い方向に変えるためにはどう誘導すれ

ばいいか？という道は見えない。

「土地利用Practice」 と「人間の意志決定メカニズム」との間のリンクがない。

食糧、水などの生存基盤の脆弱化 炭素ストックの維持・増加（京都議定書対応）

特に重要なのは、変化する環境に対して地域の人間社会がうまく適応できるの

か？が不明なこと。

本当の意味の人間社会へのインパクトが不明。

適応過程をどのように支援したらいいのか、不明。（明らかに貧しい国は適応能力が

制限される。 ホットスポット）

    

なぜ、こうなのか？また打開策は？

土地利用主体の意志決定に関するデータ、情報は取りにくい。

統計データはほとんど集計されている。個票までさかのぼれることはきわめ
てまれ。

丹念なフィールドワークが必要

そのため、データが「点」や「線」・・・

いかにスケールアップするか？

GISなどの空間データベースが基本

Agentモデルが人気!? （人は普遍的。環境はLocation-based）

すでにあるデータも「散逸」

土地利用形態・強度・Practiceの分布とその環境影響

かき集める工夫（技術、インセンティブ付与）

データを統合して、間接的でもいいから、検証可能な情報とする。

“ランドスケープモデル“

 

 

LAI

Yield

Above Ground 
Biomass

Timber 
product

Cropping pattern
Forest cutting

Dumping 

Next land use 
decision

Income 
structure

Digital “Landscape” Model

Practice

Practice

情報工学的にはインターフェ

イスに関して関連分野の間

で合意できることが重要。

    

人間活動の空間的な配置という側面

環境変化からの人間への影響評価

海水面上昇は沿岸域にすむ人間社会に対して直接的に影響を
与える。

環境的に脆弱な地域とそうでない地域がある。

評価は、Location-basedである。
グローバル 国 都市 室内

例：半乾燥地域で人口増加率が高い

例：開発途上国の大都市

人間活動からの影響の把握・評価でも空間的な要素が重要

同じ量のエミッションでも集中と分散で効果・影響が違う。

個別発生源の空間的な連担性を評価に明示的に取り入れる。

影響を少しでも軽減するような空間配置への誘導
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まとめ

人と環境システムとのインターフェース

人間・社会活動に関する知見を「空間化」し、自然環境システムへのインプットに分
解することが重要。

これが押さえられないと、環境へのインパクトも、環境からの影響もわからない。

方法論的には、個別をいかにスケールアップするか？が課題

具体的なテーマ設定としては：
どのように人の活動は変化してきたか？歴史的なPerspective
農業の高度化による環境汚染、水資源配分問題

大都市における水汚染・大気汚染、健康問題

炭素ストック蓄積の誘導政策

空間的な「シナジー効果」

ホットスポット、脆弱な地域

メガシティ （活動の集中と人の移入。健康問題）

空間をキーとした環境モデルの統合化と全体的な検証、問題解決への応用

横断型アプローチの推進

 




